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     第１章 
     計画の趣旨 
 
 

 第１章では、国や愛知県、本市の子ども･子育てを取
り巻く状況の変化など、計画策定の背景を整理してい
ます。また、計画の位置づけや対象、期間といった基
本的な事項について整理しています。 
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１．計画策定の背景 

① 国・愛知県の動き 
【子どもの権利に関すること】 
○1994 年 4 月、18 歳未満のすべての人の保護と基本的人権の尊重を促進することを目的とした
「児童の権利に関する条約」（1989年、国連総会で採択）を批准しました。 

○2000 年 11 月、児童虐待の禁止、虐待の予防及び早期発見・防止、また、児童虐待を受けた児
童の保護、自立の支援などを目的とした「児童虐待の防止等に関する法律」が施行されました。 

○2013 年 9 月、いじめの防止等の対策を総合的・効果的に推進するため、「いじめ防止対策推進
法」が施行されました。 

○2014年 1月、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、貧困
の状況にある子どもが健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を図るため、
子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的として、「子どもの貧困対策の推進に関する法
律」（以下、「子どもの貧困対策法」という。）が施行、同年 8 月には、同法に基づき「子供の貧
困対策に関する大綱」が定められました。 

○2014 年４月、ひとり親家庭への支援施策を強化し、子どもの貧困対策にも資することを目的と
して、「母子及び寡婦福祉法」が改正され、名称も「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改めら
れました。 

○2016 年 10 月、児童虐待について発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図る
ため、「児童福祉法」が改正され、児童福祉法の理念を明確化するとともに、母子健康包括支援
センターの全国展開、市町村及び児童相談所の体制の強化などが定められました。 

 
○愛知県では、2014年 3月、「愛知県子どもを虐待から守る条例」を制定しました。 
○また、2016 年 12 月、生活困窮世帯の子どもの生活実態を把握するため、県内全域を対象とし
て「愛知子ども調査」を実施しました。その調査結果を踏まえ、2017年 9月、有識者による「愛
知県子どもの貧困対策検討会議」から子どもの貧困対策を推進するための具体的な方向性を示し
た「子どもが輝く未来に向けた提言」が提出されました。 

 
 
【少子化対策、子ども・子育て支援に関すること】 
○2003 年７月、急速な少子化の進行等を背景に、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ育成
される環境の整備を図ることを目的として「次世代育成支援対策推進法」が制定され、10 年間
の集中的・計画的な取組を推進することが定められました。同法は、2014年４月の改正により、
2024年度まで延長されています。 

○2012年 8月、子ども・子育てをめぐる、少子化、子育て家庭の孤立化、待機児童などの課題に
対応するため、「子ども・子育て支援法」をはじめとする「子ども・子育て関連 3 法」が制定さ
れました。そして、同法に基づき、2015年 4月から「子ども・子育て新制度」がスタートしま
した。新制度では、質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提供、地域の子育て支援の充実等が
行われています。 

○2019年 2月、「子ども・子育て支援法改正案」が閣議決定され、同年 10月から幼児教育・保育
の無償化が実施される見通しとなりました。 
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【子ども・若者育成支援に関すること】 
○2010 年４月ニートやひきこもり、不登校といった子ども・若者の抱える問題の深刻化や、有害
情報の氾濫などといった子どもや若者をめぐる環境の悪化を背景に、子ども・若者が健やかに育
成し、社会生活を円滑に営むことができることを目的として、「子ども・若者育成支援推進法」
が施行されました。また、同年７月には、同法に基づく大綱として「子ども・若者ビジョン」が
定められました。 

 
 
② 本市の動き 
○2007年 10月、子どもの権利を保障し、子どもにやさしいまちづくりを推進するため、「豊田市
子ども条例」を制定しました。 

○2010年 3月、「豊田市子ども総合計画（新･とよた子どもスマイルプラン）」を策定し、妊娠･出
産から子どもの自立までの一連の過程を切れ目なく、そして、社会全体で子どもを育て、子育て
を支える施策に取り組んできました。 

○2015 年 3 月、子ども総合計画の見直しを行い、「子ども・子育て支援制度」にも対応した「第
２次豊田市子ども総合計画」を策定しました。 

 
【豊田市子ども条例 前文】 
 子どもは、生まれながらにして、一人ひとりが独立した人格を持つかけがえのない存在で
あり、自らの力で未来を切りひらく主体です。このため、子どもの心と体が大切にされなけ
ればなりません。子どもと子ども、子どもと大人とが、育ち合い、学び合う関係の中で、発
達が保障され、社会と文化の創造に参加する機会が与えられなければなりません。 
 大人は、子どもとふれあい、子どもの声を聴き、子どもと共に生きることによって、喜び
と夢を分かち合うことができます。子どもは、地域の宝であり、社会の宝です。保護者や、
子どもにかかわる仕事や活動に従事する大人だけでなく、すべての市民が子どもに対する責
任を負っています。このため、社会全体で、子どもと直接向き合う大人への支援と子どもが
育つ環境づくりを進めなければなりません。 
 子どもにやさしいまちは、すべての人にとってやさしいまちになります。
子どもが夢をかなえることができるまちは、すべての人にとって希望のあふ
れるまちになります。私たちは、子どもと大人が手をつなぎ、子どもにやさ
しいまちづくりをめざします。 

 
 
 
③「第 3次豊田市子ども総合計画」策定にあたって 
 このような状況を踏まえ、本市の子どもたちの未来を見据え、新たな課題にも対応した「子ども
の目線に立った総合計画」として、「第 3次豊田市子ども総合計画」を策定します。 
 また、本計画策定にあたっては、「豊田市子ども総合計画」の基本理念である『子ども･親･地域
が育ち合う 子どもたちの笑顔が輝くまち豊田』を踏襲するとともに、その実現に向けて、「子育ち」
「親育ち」への支援に加え、地域も含めて「育ち合う」関係を構築し、子どもにやさしいまちづく
りを共働で推進していくことを目指します。 
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２．計画の位置づけ 

 本計画は、豊田市子ども条例第 27 条に基づく、子どもの権利を保障し、子どもにやさしいまち
づくりを総合的かつ計画的に進めることを目的とした「豊田市子ども総合計画」です。 
 また、本市のまちづくりの基本となる上位計画である「第８次豊田市総合計画」や、その他関連
計画とも整合を図り策定しています。 
 さらに、本計画は、子ども・子育て支援法に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」とし
て位置づけるともに、下記の各法律に基づく諸計画として位置づけます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．計画の対象 

 本計画は、妊娠期を含めた 0歳から概ね 20歳代までの子ども及び青少年、並びにその子どもや
青少年を養育する家庭を対象とします。ただし、施策の内容によっては、30 歳代までの若者も含
みます。 
 
 
 
 また、本計画は子どもの育ちや子育てを支援することを重視しており、子どもに関わる分野のう
ち、「学校教育」「文化」「スポーツ」などの教育行政に関する分野については、「第 3次豊田市教育
行政計画」で対応しています。 
 
 

４．計画の期間 

 本計画の期間は、2020年度から 2024年度までの 5か年とします。計画期間中、毎年事業の実
施状況を確認するとともに、最終年度である 2024年度には計画の達成状況の確認を行います。 
 

 乳幼児期 児童期 思春期 青少年期 若者（30代） 

第３次豊田市子ども総合計画 

整合 
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     第２章 
     本市の子ども・青少年を 
     取り巻く現状と課題 
 
 

 第２章では、第２次子ども総合計画について、取組
方針毎に成果と課題をとりまとめるとともに、少子化
の状況やこども園等の利用状況、子育てに関する意識
の実態を整理しています。また、これらを踏まえ、第
３次子ども総合計画策定にあたって重要と考えられる
課題を整理しています。 
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１．第２次子ども総合計画の成果と課題 

 本市では、2015年 3月に策定された第２次子ども総合計画に基づいて、子どもにやさしいまち
づくりに取り組んできました。その取組内容と評価指標の達成状況、及び今後の課題について前計
画の取組方針ごとに整理しました。 
 
取組方針Ⅰ 安心して生み育てられる支援体制の充実 
【成果】 
 妊娠期から乳幼児期において、妊婦健診や乳幼児健診などを適切な時期に実施することで、妊婦
や乳幼児の健康の維持増進が図られました。また、各種手当の支給、医療費助成等により、子育て
世帯の経済的負担の軽減がなされました。 
 特別な支援が必要な子どもに対しては、障がい児への療養や外国人の子どもへの教育支援などを
実施し、各種ニーズに応じた子どもの成長と自立の支援に寄与しています。 
 出産や子育てに関する不安の解消の場として、新規に「とよた急病・子育てコール２４」を設置
し、従来から実施しているふれあい子ども教室等の事業と併せて、相談支援体制の充実や保護者の
子育てへの不安感の解消が図られました。 
 

主な重点事業 
の成果 

○2016年 24時間体制の「とよた急病・子育てコール２４」の設置 
○ふれあい子育て教室を開催し、「あかちゃんから幼児へ成長する時期の子育てのポイント」を
学ぶ機会を提供 

 

成果指標 当初値 
（2011年） 

現状値 
（2018年） 

目標値 
（2019年） 

「安心して子どもを生み、健やかに育てることができるまち」とし
て満足している市民の割合（市民意識調査） 

69.7% 64.1%※ 75.0% 

※：「出産、子育てがしやすいまち」として満足している市民の割合（市民意識調査） 
 
【課題】 
 出産から乳幼児期までは、保護者・子どもともに支援ニーズが多様化しています。保護者の多様
な勤務形態に応じた支援、障がい児や病気の子どもへの対応、産後うつへの対応など、今後も多様
なニーズを的確にとらえ、適切な支援をしていくことが求められます。 
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取組方針Ⅱ すべての子どもが必要な幼児教育と保育を受けられる環境づくり 
【成果】 
 全国的に保育所等の待機児童の問題が顕在化する中、本市では重点事業を中心として、こども園
の改築、幼稚園認可こども園の保育所認可化、私立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行など
により、0～2歳児の受入枠の拡大を図り、2014年度以降待機児童数 0人を達成しています。 
 また、保育士の負担軽減を図るため、こども園の事務職員の配置を拡大し、保育士が質の高い保
育に専念できる環境を整備しました。 
 多様化する保育ニーズに対しても、早朝・延長保育、病児・病後児保育の充実を図るとともに、
公立こども園を民間移管することにより、3歳児幼児教育の受入枠の拡大を図ることができました。 
 
主な重点事業 
の成果 

○2014年度以降、待機児童数「０人」を達成中（毎年 4月 1日時点） 

 

成果指標 当初値 
（2011年） 

現状値 
（2018年） 

目標値 
（2019年） 

待機児童数（4月 1日時点）（子ども部保育課調べ） 0人 0人 0人 
就園率（0～2歳児）（子ども部保育課調べ） 14.1% 19.9% 27.0% 
就園率（3歳児）（子ども部保育課調べ） 76.3％ 83.7％ 89.0％ 
 
【課題】 
 母親の就労意欲の高まりなどから、今後も保育ニーズは引き続き増加することが予想されます。
待機児童数 0人の継続を目指して、保護者が安心して働ける環境を整えるとともに、子どもに対し
て質の高い教育や保育の提供ができるような事業を実施していく必要があります。 
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取組方針Ⅲ 子どもの権利の保障と青少年の健全育成 
【成果】 
 本市の特色の１つである「豊田市子ども条例」に基づき、子どもの権利相談室を中心として、子
どもの権利保障のための相談支援活動、理解啓発活動を推進してきました。子どもの権利相談室の
認知度は、2014 年の 20.3％から 2018 年には 38.7％に上昇しています。特に、子どもの権利が
侵害された状況であるいじめの問題については、いじめ防止基本方針に基づき、いじめ防止対策委
員会等の開催、スクールカウンセラーの配置など各種施策を包括的に実施しました。 
 また、地域と連携しながらソーシャルメディアの適切利用や、放課後児童クラブを含めた子ども
の居場所確保に取り組みました。 
 青少年支援としては、新たに「豊田市若者サポートステーション」を設置するとともに、若者支
援地域協議会を立ち上げ、引きこもり等自立に困難を抱える若者とその家族を対象に相談や就労支
援等を実施し、社会復帰に繋げました。また、青少年センターを拠点として学生盛りあげ隊事業等
により、高校生・大学生の社会活動を促進するとともに、とよた出会いの場プロジェクト等により
青少年の出会いの場を提供しました。 
 

主な重点事業 
の成果 

○スクールカウンセラーの配置拡大（2014年：4名→2018年 5名） 
○2015年 引きこもりの若者や家族を支援対象とした「若者サポートステーション」の設置 
○放課後児童クラブの事業拡大（2014年：55施設→2019年 69施設） 

 

成果指標 当初値 
（2011年） 

現状値 
（2018年） 

目標値 
（2019年） 

いじめの収束率（小学生） 97.0% 96.4% 100% 
いじめの収束率（中学生） 96.6% 97.3% 100% 
引きこもりの割合（市民意向調査） 3.1% 3.2% 2.0% 
 
【課題】 
 いじめの問題については、引き続き収束率 100%を目指した取り組みが必要です。 
 青少年を取り巻く環境においては、引きこもりの長期化や高年齢化が進んでおり、その対応が必
要です。 
 放課後児童クラブについては、今後も需要が増加することが予想され、引き続き対応していくこ
とが求められます。 
 一部の放課後児童クラブにおいて居場所づくり事業との一体的運用を実施しましたが、人材面等
で事業の効率化が図られる反面、事業の性格の違いから運営のしづらさも確認されたため、今後の
方向性を整理する必要があります。 
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取組方針Ⅳ 地域ぐるみによる子育て社会の創造に 
【成果】 
 親育ち交流カフェや子育てに関する家庭教育講座の開催等により、子育てに関してみんなで学ぶ
機会を提供し、家庭教育の向上や横の関係づくりを実施しました。また、男女共同参画に関係する
各種講座の実施や、ワーク・ライフ・バランスに関する講師を企業に派遣することなどにより、地
域で子育てを支える環境づくりを推進しました。さらに、自治区や地域学校共働本部等との連携の
もと、地域子どもの居場所づくり事業を展開し、地域での子どもの居場所を整備しました。 
 

主な重点事業 
の成果 

○ふれあい子育て教室を開催し、「あかちゃんから幼児へ成長する時期の子育てのポイント」を
学ぶ機会を提供 

○子育てに関する情報を集約した親ノートを配布、それを活用した親育ち交流カフェの推進 
 

成果指標 当初値 
（2011年） 

現状値 
（2018年） 

目標値 
（2019年） 

地域や隣近所の子育ての助け合いが充実していると感じる市民の 
割合（市民意向調査） 

42.7% 39.7% 50.0% 

 
【課題】 
 従来から、地域力の向上の必要性が言われていますが、市民意向調査からは、「地域で隣近所の
子育ての助け合いが充実していると感じる」市民の割合が、2014 年 42.7％から 2018 年 39.7％
に減少しているなど、地域ぐるみで子育てをしている実感が持てていない現状が見られます。今後、
子育ての孤立化を防ぐよう地域の支援ネットワークのさらなる強化を図っていくことが必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

10 

２．子ども・青少年を取り巻く現状と課題 

 本市における子ども・青少年を取り巻く状況について、統計データによる国や県との比較、2013
年及び 2018年に実施した「豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査」の結果などから、その
現状と課題を整理しました。 
 

(1) 少子化の状況 
 わが国の出生数は、2016年に 97万 6,978人となり、統計開始以来、初めて 100万人を下回り
ました。また、それ以降も過去最少を更新し続けています。合計特殊出生率についても、近年は微
増傾向が続いていましたが、直近では 2年連続で低下しています。 
 本市においても、国と同様に出生数は減少傾向が続いており、合計特殊出生率についても、国や
県よりは高いものの、少子化が確実に進行しています。また、婚姻率の低下、晩婚化も進んでおり、
少子化にも影響を与えています。 
 少子化の背景には、若者の経済的な不安定さや長時間労働、仕事と子育ての両立の難しさ、子育
て中の孤立や経済的な負担感など、様々な要因があると考えられます。次世代を担う子どもを安心
して産み、育てることができる環境づくりを総合的に進めていくことが必要です。 
 
① 出生数の推移 
 本市の出生数は、2017年で 3,666人となっており、減少傾向が続いています。また、出生数の
減少と死亡数の増加に伴い、自然増加数の減少がみられます。 
 

 
資料：人口動態統計 
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② 合計特殊出生率の推移 
 本市の合計特殊出生率は、2017年で 1.65となっています。2014年 12月 27日に閣議決定さ
れた「まち･ひと･しごと創生長期ビジョン」では、2040年頃に 2.07まで回復した場合、50年後
に 1億人程度の人口を確保できるとの見通しが示されており、全国の 1.43、愛知県の 1.54を上回
っています。しかしながら、人口維持に必要な 2.07を大きく下回っています。 
 

 
資料：豊田市保健部総務課調べ、人口動態統計ほか 

 
③ 総人口と 18歳未満人口･30歳未満人口の推移 
 本市の総人口は、2014年に減少から増加に転じ、2018年には 425,828人となっています。し
かしながら、同年の総人口に対する18歳未満人口の割合は16.5%、30歳未満人口の割合は31.3%
となっており、子ども･青少年の人口の割合は年々減少しています。 
 

 
資料：豊田市市民部市民課調べ ※各年 10月 1日現在 
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④ 地区別人口における子どもの人口割合 
 本市の 2018 年 10 月 1 日現在の地区別人口は、拳母地区が 133,783 人と最も高く、稲武地区
が 2,283人と最も低くなっており、人口規模に大きな差がみられます。また、子ども（18歳未満）
の人口割合は、猿投地区が 18.6%と最も高く、稲武地区が 9.1%と最も低くなっています。 
 

 
資料：豊田市市民部市民課調べ ※2018年 10月 1日現在 

 
⑤ 婚姻率及び初婚平均年齢 
 本市の婚姻率（人口千人に対する婚姻件数）は 2015年で 5.9となっており、国より高くなって
いますが、下降傾向にあります。初婚平均年齢は、2016 年にはわずかに低くなりましたが、全体
的には男女ともに高くなる傾向にあります。 
 
 【婚姻率】                 【初婚平均年齢】 

 
              資料：人口動態統計                資料：人口動態統計 
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2 こども園等の利用状況 
 本市では、０～２歳児の保育需要の増加への対応を進めており、各年度当初の待機児童数は、
2014年度以降 0人を達成していますが、年度半ばには待機児童が生じる状況が続いています。 
 今後も女性の就労意識の高まりにより、０～2歳児の保育需要は増加することが見込まれるため、
継続して待機児童解消に向けた取組を進めていくことが必要です。 
 
① こども園等の園児数、就園率の推移 
 0～2 歳児の園児数は増加傾向にあり、今後も女性の就労意識の高まりにより増加していくこと
が予測されます。3 歳児の園児数はほぼ横ばいで推移していますが、4～５歳児の園児数は減少に
転じています。就園率では、特に 0～3歳児で大きく伸びています。 
 
【こども園等園児数】         【こども園等就園率】 

   
資料：豊田市子ども部保育課調べ ※各年 5月 1日現在 

 
※こども園等：本市では、公私立保育園・公立幼稚園を「こども園」とよび、一体的に運用してい

ます。 
       「こども園等」とは、こども園、私立幼稚園、認定こども園、小規模保育事業所、

事業所内保育事業所のこと。 
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② 待機児童数の推移 
 年度当初の待機児童数は、2014年度以降 0人となっています。一方で、年度半ばには 160人～
170人程度の待機児童が生じており、その 9割以上が 0～2歳の低年齢児となっており、その対応
が課題となっています。 
 
【年度当初】              【年度半ば】 

 
資料：豊田市子ども部保育課調べ 

 

③ 定期的な教育･保育について、子どもが何歳になったら利用しようと考え
ているか 

 こども園、私立幼稚園などの定期的な教育･保育を子どもが何歳になったら利用したいかでは、3
歳が 62.3%となっており、多くの保護者が 3歳児からの就園を希望しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 
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3 仕事と子育ての両立に関する意識 
 本市は、国や県などと比較して、20～30 歳代の専業主婦の割合が高い傾向が見られます。しか
し、近年は就労の割合が高くなる傾向が見られ、特にフルタイムで働いている母親が増加していま
す。今後、さらに子育て世代の就労割合が高まることが予測されるため、子育てをしながら安心し
て働ける環境づくりが必要です。 
 また、市民意向調査からは、子育て世代の多くが、「仕事」「家事（育児）」「プライベート」のバ
ランスについて、その希望と現実に大きなギャップを感じている傾向が見られます。ワーク・ライ
フ・バランスの充実に向けた取組が求められます。 
 
① 専業主婦（女性の有配偶者の家事従事者）の年齢別割合 
 本市では、子育て世代である 20 歳代後半から 30 歳代前半における専業主婦の割合が、全国に
比べて高くなっています。 
 
【2015年】 

 
資料：国勢調査（2015年） 

【2010年】 

 
資料：国勢調査（2010年） 
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② 女性の労働力率の全国･県との比較 
 出産・子育てによる 30歳代の労働力に落ち込みにより、いわゆる「M字カーブ」を描いていま
す。本市におけるこの年代の割合は、全国、愛知県に比べて低くなっていますが、今後、就労意向
の高まりが予測されるため、子育てしながら働ける環境の整備が必要です。 
 
【2015年】 

 
資料：国勢調査（2015年） 

【2010年】 

 
資料：国勢調査（2010年） 
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③ 母親の就労状況（就学前児童保護者、母子健康手帳被交付者、小学生保護者） 
 就学前児童保護者では、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 2013 年調査の
51.1%から 41.5%に低下しており、「就労している」がそれぞれ上昇しています。母子健康手帳被
交付者では、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 42.9%と最も高くなっています。
小学生保護者では、「就労している（パートタイム、アルバイト等）」が 48.8%と最も高くなって
います。2013年調査と比較すると、フルタイムで働いている人の割合は 6.0ポイント高くなって
います。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年、2013年） 
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④「仕事」「家事（育児）」「プライベート」の優先度【父親】 
 「仕事」「家事（育児）」「プライベート」の優先度については、希望と現実に大きなギャップが
みられますが、2013 年調査の現実と比較すると、「家事（育児）時間を優先」「プライベートを優
先」割合は、僅かではありますが上昇しています。  
 【小学生保護者（父親）】        【中学生保護者（父親）】 

   
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年、2013年） 
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⑤「仕事」「家事（育児）」「プライベート」の優先度【母親】 
 父親と同様に、希望と現実に大きなギャップがみられます。 
 
 【小学生保護者（母親）】        【中学生保護者（母親）】 

   
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年、2013年） 
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4 家庭における子育てに関する意識 
 本市の子育て支援センター等への「子育て不安・育児ストレス」に関する相談件数の増加、2016
年度に設置した「とよた急病・子育てコール２４」の利用の増加など、多くの保護者が子育てに不
安やストレスを感じている状況が見られます。 
 子育ての相談体制の継続や更なる充実が必要です。 
 
① 日頃の子育てについて感じていること（就学前児童保護者） 
 『子育てに自信がない』（＝「ややＢに近い」＋「Ｂに近い」）は 44.2％で、2013 年と比べて
0.3ポイント減少しています。 
 『子育てが嫌い』（＝「ややＢに近い」＋「Ｂに近い」）は 28.8％で、2013年と比べて 0.2ポイ
ント増加しています。依然としては、子育てに自信がもてない人や、子育てに負担やストレスを感
じている人が一定程度いることが分かります。 
 
【子育てに自信が持てなくなることは】Ａ：特にない／Ｂ：よくある 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【子育てが嫌になることは】Ａ：特にない／Ｂ：よくある 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年、2013年） 
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② 子育て仲間の有無（就学前児童保護者） 
 「子育て仲間がいない」人の割合は 7.2％で、2013 と比べて 0.9 ポイント増加しています。気
軽に子育てについて相談し合える関係づくりが求められています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年、2013年） 
 
 
③ 子育て支援センター等相談件数 
 「発育・発達」「しつけ・教育」「基本的生活習慣」など、「しつけ・教育等に関する相談」が多
くを占めている一方、「子育て不安・育児ストレス」の件数も多くなっています。保護者の負担軽
減につながる各種の支援が必要です。 
 

 
資料：とよた子育て総合支援センター調べ（2017年度） 
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④ とよた急病・子育てコール２４の利用状況 
 コールセンターに寄せられる相談のうち、約 25%が育児に関する相談です。 
 

 2016年度※1 2017年度 2018年度 
相談件数 5,186件 12,547件 13,638件 

うち育児に関する相談 1,171件 3,132件 3,099件 
 
※1 2016年度は、2016年９月９日～2017年 3月 31日 

資料：豊田市子ども部子ども家庭課調べ 
 
 
 

5 地域における子育て支援に関する意識 
 本市においては、地域ぐるみによる子育て社会に向けた取組を進めているところですが、市民意
向調査によると、地域の子どもの居場所づくりなどに「参加してもよい」と考える大人が減少して
いるなど、地域への関わりが希薄化している傾向が見られます。「地域の子どもは地域で育てる」
といった意識の醸成が必要です。 
 また、子どもが安心して楽しく過ごすことができる「居場所」づくりや、年々利用者が増加して
いる放課後児童クラブの安定的な施設運営、充実などが求められています。 
 
① 地域の子どもたちの遊び場や放課後の居場所づくりに参画することにつ
いて（小学生保護者、市民） 

 「参加してみたい」（＝「内容の企画検討から参加してみたい」+「参加してもよい」）は、小学
生保護者に比べて市民で高くなっており、31.0%となっています。一方で、2013年調査と比較す
ると 2.7ポイント低くなっています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年、2013年） 
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② 近所や地域の大人とのかかわり（小学４～６年生） 
 「あいさつをする人がいる」「声をかけてくれる人がいる」「地域のお祭りや行事に参加している」
は 5割を超えて高くなっています。一方で、「声をかけてくれる人がいる」「悪いことをしたときに
注意してくれる人がいる」の割合は、2013年調査と比較して低くなっています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年、2013年） 

 
③ 地域の行事や活動への参加頻度（小学生、中学生、高校生、大学生、青少年） 
 地域の行事や活動への参加頻度について、「参加している」は小学４～６年生で 86.4%、中学生
72.4%、高校生で 38.1%、青少年で 18.4%であり、いずれも 2013年調査と比較して大きく変化
していません。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年、2013年） 
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④ 地域であったらよいと思う場所（中学生、高校生、青少年） 
 地域であったらよいと思う場所は、いずれも「友だち同士でゆっくり話せる場所」「スポーツを
自由にできる場所」の割合が高く、青少年では「学校や職場以外の仲間づくりができる場所」の割
合が他の年代に比べて高くなっています。 
 
【2018年】 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 

 
【2013年】 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2013年） 
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⑤ 放課後児童クラブの利用児童数とクラブ数の推移 
 放課後児童クラブの利用児童数は増加傾向にあり、2018年度で 3,528人となっています。2014
年度と比較すると、クラブ数は 5 クラブ、利用児童数は 886 人増加しています。引き続き、保育
の質を確保し、安定的な施設運営を行っていくことが課題となっています。 
 

 
資料：豊田市子ども部次世代育成課調べ ※各年 5月 1日、８月１日現在 
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6 自立支援が必要な青少年の状況 
 近年、若年者の失業率は全国的に減少傾向にありますが、全年齢の失業率と比較すると、依然と
して高い状態が続いています。また、ニートやひきこもりの状態に陥った青少年の増加が社会問題
となって久しく、その長期化や高年齢化も深刻な問題となりつつあります。 
 本市では、2015 年にひきこもりなど自立に困難を抱えた若者や家族を支援対象とした「若者サ
ポートステーション」を設置し、自立支援に向けた取組を行っているところですが、その登録者数
や相談件数は年々増加傾向にあります。引き続き、支援が必要な青少年の自立・就業に向けた取組
を行う必要があります。 
 
① 豊田市若者サポートステーションの登録者数、相談件数、登録者の年齢の
推移 

 豊田市若者サポートステーションの登録者数及び相談件数は年々増加しています。  
   【登録者数】           【相談件数】 
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【年齢別登録者】 

 
資料：豊田市若者サポートステーション調べ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

2015年 

2016年 

2017年 
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② 青少年の失業率の推移 
 わが国の青少年の失業率は、2007 年、2008 年にかけて減少傾向でしたが、リーマンショック
による不況のあおりを受けて一旦増加に転じ、再び減少しています。2017年の失業率は、15～19
歳が 4.0%、20～24歳が 4.7%、25～29歳が 4.1%となっており、いずれも全年齢計の 2.8%を
上回っており、青少年の就業対策が引き続き課題となっています。 
 

 
資料：労働力調査（総務省） 

 
③ フリーター･若年無業者の推移 
 フリーターは、2013年以降減少傾向にあり、2017年で 152万人となっています。若年無業者
は、緩やかな減少傾向にあり、2017 年で 53 万人となっています。引き続き、若年者の自立・就
業支援が課題となっています。 
 

 
資料：「青少年白書」及び「子ども・若者白書」（内閣府）、労働力調査（総務省） 
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④ 外出の頻度（中学生、高校生、青少年） 
 「ふだんは家にいる」（＝「ふだんは家にいるが、自分の趣味に関する用事のときだけ外出する」
+「ふだんは家にいるが、近所のコンビニなどには出かける」+「自室からは出るが、家からは出
ない」+「自室からほとんど出ない」）は、中学生が 5.4%、高校生が 4.0%、青少年が 5.9%とな
っています。このうち、その状態になってから6か月以上に及ぶ人の割合は、それぞれ3.5%、2.8%、
3.6%となっています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 
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7 子どもの権利に対する意識 
 本市では、豊田市こども条例を制定し、すべての子どもの「安心して生きる権利」「自分らしく
生きる権利」「豊かに育つ権利」「参加する権利」を保障することとしています。 
 市民意向調査によると、「とよた子どもの権利相談室」の認知度は大きく向上しましたが、「豊田
市子ども条例」の認知度は前回と比較して大きな変化はありません。一方で、子どもの権利が尊重
されていると感じる子どもが前回調査より増加しているなど、子どもの権利に対する意識の向上も
見られます。今後も、継続的に子どもの権利保障の啓発活動などを行い、更なる理解を促進してい
くことが必要です。 
 また、いじめや児童虐待は近年深刻な社会問題となっており、本市においても、いじめの認知件
数や児童虐待対応件数は増加傾向にあります。不登校のこどもも引き続き一定数存在しており、そ
れらの解消に向けた対策が求められています。 
 
①「豊田市子ども条例」の認知度（小学１～３年生、小学４～６年生、中学生、高校生） 
 小学 1～3年生では、「知っている」が 6.0%であり、2013年調査と比較して 2.5ポイント低く
なっています。小学 4～6年生では、「知っている」が 22.3%であり、2013年調査と比較して 4.2
ポイント高くなっています。 
 中学生、高校生では、「知っている」（＝「内容まで知っている」+「あることを知っている」）は、
それぞれ 28.6%、33.6%となっています。 
 
【小学 1～3年生、小学 4～6年生】 

 

【中学生、高校生】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 
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②「とよた子どもの権利相談室」の認知度（小学１～３年生、小学４～６年生、中学生、高校生） 
 小学 1～3 年生では、「知っている」が 12.0%であり、2013 年調査と比較して 4.2 ポイント低
くなっています。小学 4～6 年生では、「知っている」が 46.4%であり、2013 年調査と比較して
23.6ポイント高くなっています。 
 中学生、高校生では、「知っている」は、それぞれ 50.6%、46.4%となっており、2013年調査
と比較して 30ポイント程度高くなっています。 
 
【小学 1～3年生、小学 4～6年生】 

 

【中学生、高校生】 
         
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

32 

③ 豊田市における「子どもの権利」の尊重に関する現状意識 
（小学生保護者、中学生保護者、市民、中学生、高校生） 

 「子どもの権利」の尊重に関する現状認識は、中学生及び高校生で、「尊重されている」（＝「尊
重されている」+「まあ尊重されている」）が 58.4%、52.5%であり、2013 年調査から 10 ポイ
ント以上高くなっています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 

 
④子どもが学校に行かなくなったこと（不登校）の有無（小学生保護者、中学生保護者） 
 「よくあった」「時々あった」「現在学校に行っていない」を合わせると、小学生保護者で 8.5%、
中学生保護者で 12.5%となっています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 

 
 
 
 
 
 
  



 

33 

⑤ いじめの認知件数の推移 
 いじめの認知件数は、小学校では、2014 年度に大きく減少しましたが、その後は増加傾向にあ
り、2017年度は 1,875件となっています。中学校でも増加傾向にあり、2017年度は 686件とな
っています。 
 

 
資料：豊田市生徒指導上の諸問題調査 

 
⑥ 児童虐待の動向 
 全国・愛知県の児童虐待の相談応対件数は増加以降にあり、本市においても同様に増加傾向にあ
ります。 
 

 
資料：豊田市子ども部子ども家庭課調べ 
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⑦ とよた子どもの権利相談室の相談件数 
 とよた子どもの権利相談室の相談件数は、いじめが 141 件と最も多くなっているものの、相談
者の大半は大人となっており、子どもの相談件数は 13件となっています。子どもの相談は、「家族
関係の悩み」が 61件、「教職員等のその他指導上の問題」が 46件と多くなっています。 
 

 
資料：とよた子どもの権利相談室調べ（2017年度） 
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8 社会的支援が必要な子育て家庭の状況 
 現代社会においては、経済的に困難な家庭やひとり親家庭の子、外国籍の子、障がいのある子、
不登校の子、虐待を受けた子、非行を犯した子等、様々な要因から社会的支援が必要になる子育て
家庭が増加しています。 
 本市においても、ひとり親世帯は年々増加傾向にあり、20～30 歳代の親世代の外国人の割合の
増加も見られます。また、療育手帳保持者も年々増加しており、発達障がい児や医療的ケアの必要
な子どもなどのいる家庭が増加していることがうかがえます。多様なニーズに応じて、適切に子育
て支援を行っていくことが必要です。 
 
① 家庭類型別世帯割合の変化 
 「夫婦と子ども」「三世代家族」の世帯割合が減少し、「夫婦のみ」「ひとり親と子ども」の世帯
割合が増加する傾向にあります。 
 

 
資料：国勢調査 
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② ひとり親世帯数 
 本市におけるひとり親世帯数は年々増加しています。 
 

 
資料：国勢調査 

 
③ 18歳未満の療育手帳（判定区分別）保持者の推移 
 18歳未満の療育手帳保持者数は年々増加しており、2018年で 1,037人となっています。 
 

 
資料：豊田市福祉部障がい福祉課調べ 
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④ 年齢別外国人割合 
 本市の全人口に占める外国人の割合は 3.8%となっており、中でも 20歳～30歳代の割合が高く
なっています。 
 

 
資料：住民基本台帳 

 
⑤ 外国人口と外国人割合 
 本市における外国人数は 2008 年度をピークに 2014 年度まで減少しています。その後、2015
年度より再び増加しています。2018年 4月は 2014年 4月と比べると、3,348人、25.59％増加
しています。 
 

 
資料：外国人統計 
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９ 子どもの貧困に対する認識 
 現代社会において、貧困家庭に生まれた子どもがその成長過程で様々な不利な状況におかれ、将
来も貧困から抜け出せない「貧困の連鎖」が起きていることが問題となっています。また、国の相
対的貧困率は、13.9％と先進国の中でも下位の状況にあります。 
 本市の相対的貧困率は 5.4％であり、全国や愛知県と比較して低い水準にあります。ただし、そ
のため、貧困状態にある子どもの状況が認知されにくいといった問題点もあります。子どもの権利
を保障するといった観点から、子どもたちがその生まれ育った環境によって左右されず、健やかに
成長し、未来を育んでいくことができる環境を整えていくことが必要です。 
 
① 子どもの相対的貧困率 
 本市の相対的貧困率は、国、愛知県に比べて低い水準にあります。 
 

 
資料：愛知子ども調査（2016年） 

 
②「子どもの貧困」の認知度 
 「子どもの貧困」については、小学生及び中学生保護者、大学生では 4 割以上が「知っている」
と回答しています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 
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③「子ども食堂」の認知度 
 「子ども食堂」の認知度は、概ね 4割程度となっています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 

 
④「子ども食堂」のイメージ 
 「子ども食堂」のイメージは、「食事に困る世帯の子がご飯を食べる場」が最も高く、次いで「忙
しいお母さん達に対するボランティアによる子育て支援の場」となっています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 

 
 
 
 
 
 
 
  



 

40 

⑤ 学習支援や「子ども食堂」へのボランティア参加意向 
 学習支援や「子ども食堂」へのボランティアの参加意向は、「思う」「やや思う」を合わせ、大学
生が 57.7%、青少年が 42.5%、一般市民が 44.1%となっています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 
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10 コミュニケーションの変化 
 近年、携帯電話やスマートフォンなどの新しいツールにより、コミュニケーションの方法が変化
する中、ＳＮＳなどによるトラブルも増加しています。本市においても、子どもの携帯電話やスマ
ートフォンの保有率は増加しており、その使用時間も長くなる傾向が見られます。 
 このような変化に対応して、メディアリテラシーの向上、人とのコミュニケーション能力を身に
つけることなどが重要となっています。 
 
① 自分専用として持っているもの（小学４～６年生、中学生、高校生） 
 「携帯電話・スマートフォン」は、年齢が上がるにつれて保有率が高くなっており、小学 4～6
年生で 24.8%、中学生で 63.8%、高校生で 97.2%となっています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 

 
② 平日、学校が終わった後に携帯電話･スマートフォンを使った時間 

（小学４～６年生、中学生、高校生） 
 保有率と同様に、年齢が上がるにつれて使用時間は増加しています。 
 

 
資料：豊田市子ども・子育てに関する市民意向調査（2018年） 
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３．第３次計画のポイント 

 第２次子ども総合計画に基づく取組の成果と課題の検証、及び、近年の本市における子ども・青
少年を取り巻く現状と課題について統計データや市民意向調査などから整理した結果を踏まえ、第
3次計画策定にあたり重要と考えられる課題を整理しました。 
 
ポイント１ 子どもの視点、子どもとの寄り添いを大切にする 
① 子どもの権利が十分に保障される豊田市へ 
 本市では、2007 年に「豊田市子ども条例」を制定し、子どもにとって最も良いことは何かを第
一に考えて、子どもの権利を保障し、協力して子どもの育ちを支え合うことに努めてきました。い
じめや児童虐待といった子どもをめぐる課題が社会的に深刻化する中、市民一人ひとりが子どもの
権利を理解し、子どもが幸せに暮らすことのできるまちを目指します。 
 
②「貧困の連鎖」を生まない社会の創造 
 生まれ育った環境により、教育の機会が得られない子どもたちや、健やかな成長に必要な衣食住
が確保されず、「機会」や「可能性」を奪われた子どもがいます。こうした「子どもの貧困」は、
次世代にも連鎖する、いわゆる「貧困の連鎖」を生んでしまいます。「豊田市子ども条例」を踏ま
え、「子どもの貧困」を経済的な困窮の課題のみではなく、子どもの権利保障の観点から幅広く捉
え、今の子どもたちと、次世代の子どもたちにとって「子どもの貧困」や「貧困の連鎖」が生まれ
ない社会を創造していくことが重要です。 
 
③ 子どもと大人のコミュニケーションの促進 
 市民意向調査の結果から、大人との関わり（コミュニケーション）が子どもの自己肯定感を高め
るということが明らかになりました。一方で、地域の行事や活動に参加している市民の割合の低下、
母親の就労率の増加により、仕事･家事･プライベートの両立や子どもと関わる時間の確保が難しく
なっています。子どもたちの笑顔が輝くまちの実現に向けて、子どもと大人のコミュニケーション
を促進し、子ども･親･地域が育ち合う関係性を築きます。 
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ポイント２ 子育てを「孤育て」にしない支援体制の強化 
④ 支援ニーズの多様化への対応 
 現代社会において、経済的に困難な家庭やひとり親家庭の子ども、外国籍の子ども、障害のある
子ども、不登校の子ども、虐待を受けた子ども、非行をした子どもなど、様々な要因から社会的支
援が必要な子ども、子育て家庭が増加しています。本市においても、ひとり親世帯は年々増加傾向
にあり、療育手帳保持者も年々増加しており、発達障がい児や医療的ケアの必要な子どもなどのい
る家庭が増加していることがうかがえます。多様化するニーズに対して、適切に子育て支援を行っ
ていくことが重要です。 
 
⑤ 子育てをしながら安心して働ける環境づくり 
 本市では、子育て世代である 20 歳代後半から 30 歳代前半における専業主婦の割合が、全国に
比べて高くなっています。しかし、母親の就労意識は高まりを見せており、フルタイムで働く母親
も増加しています。こうした傾向は今後も続くと予想され、引き続き待機児童数 0人の継続を目指
すとともに、保育無償化に伴う保育需要の変化、放課後児童クラブの需要増加などにも対応し、子
育てしながら安心して働ける環境づくりが必要です。 
 
⑥ 身近な人々が子育てを支え合う環境づくり 
 とよた子育て総合支援センターへの子育てに関する相談件数の増加や、2016 年９月に設置した
「とよた急病･子育てコール 24」の利用件数の増加などから、多くの保護者が子育てに不安やスト
レスを感じている状況がうかがえます。また、「地域で隣近所の子育ての助け合いが充実している
と感じる」市民の割合も減少しており、地域ぐるみで子育てを行う環境の醸成も十分に進んでいな
い状況です。子育てに関する不安や悩み、些細な気がかりについて周囲に相談できず、孤立した中
での「孤育て」とならないよう、身近な人々が子育てを支え合う環境づくりが重要です。 
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ポイント３ 次代を担う青少年の健全育成の更なる充実 
⑦ 青少年の自立支援の充実 
 本市では、2015 年４月にひきこもりの若者や家族を支援対象とした「若者サポートステーショ
ン」を設置しており、その登録者数や相談者数は年々増加傾向にあります。ニートやひきこもりの
高年齢化や長期化が新たな課題となっています。若者･青少年を取り巻く新たな課題にも対応した、
自立支援の充実を図る必要があります。 
 
⑧ 地域力を生かした子育て･青少年健全育成の促進 
 本市では、子ども食堂や学習支援といった子どもの「居場所づくり」に関する取組が広まってい
ます。一方で、市民意向調査では、地域の子どもの居場所づくりなどに「参加してもよい」と考え
る大人が減少しているなど、地域への関わりが希薄化している傾向がみられます。「地域の子ども
は地域で育てる」といった意識を醸成し、地域の多様性を活かした、地域力を発揮した子育て支援
に取り組むことが重要です。 
 
⑨ ソーシャルメディアの適切利用に向けた取組の促進 
 携帯電話やスマートフォンの保有率は増加しており、保有率と同様に使用時間も長時間化してい
ます。近年では、SNSなどによるトラブルやいじめも増加しており、ソーシャルメディアの適切な
利用を促進するとともに、メディアリテラシーの向上や人とのコミュニケーション能力を身に付け
ることも重要です。 
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     第３章 
     計画の基本的な考え方 
 
 

 第３章では、計画の基本理念や施策の取組方針、取
組体系など、計画の基本的な考え方を整理しています。 
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１．基本理念 

 子どもは、生まれながらにして、一人ひとりが独立した人格を持つかけがえのない存在であり、
自らの力で未来を切り拓く存在です。そして、豊田市子ども条例に掲げられている「安心して生き
る権利」「自分らしく生きる権利」「豊かに育つ権利」「参加する権利」は、子どもが生まれながら
にして持っている基本的でとても大切な権利です。 
 本市では、こうした子どもの権利を保障し、子どもにやさしいまちづくりを推進するため、妊娠・
出産から子どもの自立までの一連の過程を切れ目なく、そして、社会全体で子どもを育て、子育て
を支える施策に取り組んできました。 
 しかし、子どもの心とからだのゆとりの損失、社会性や積極性の不足、いじめ、大人による体罰
や虐待など、子どもの権利が侵害されることも起きてしまっています。子どもの権利をしっかりと
保障し、改めて子どもの視点や子どもとの寄り添いを大切にすることが重要です。 
 また、子どもは生まれながらにして育つ力を有する存在です。子どもの権利を保障し、子どもが
主体性を持ってたくましく健やかに育つ「子育ち」の支援を重視することは、子どもの豊かな発想
や考えなど、その力がまちづくりや社会の創造にもつながります。 
 さらに、「子育ては親育ち」というように、親は子どもの成長とともに育っていきます。親が子
育ての喜びを感じつつ、きちんと子育てにおける責任を果たすことができるよう、親自身の子育て
に関する学びや親同士の助け合いを促進するなど、「親育ち」を積極的に支援していく視点が必要
です。 
 近年では、親が子育ての不安や悩みを誰にも相談できず、孤立した中で「孤育て」を行っている
ことも問題になっています。「子育ち」「親育ち」への支援にあたっては、行政による支援だけでな
く、地域の住民一人ひとりが子育てに関する理解を深め、地域の子どもたちが健やかに育つことを
願って、身近な人々で子育てを支え合うことが重要です。また、企業も地域社会の一員として、子
どもの育成に関する一定の役割を果たすことが求められています。こうした地域で子育てを支え合
う姿勢は、青少年の健全育成においても重要です。 
 このような認識のもとに、子ども、親、地域など、様々な主体が互いに助け支え合いながら「育
ち合う」関係を充実させ、子どもにやさしいまちづくりをさらに推進していくことを目指し、「子
ども・親・地域が育ち合う 子どもたちの笑顔が輝くまち豊田」を基本理念として掲げます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

子ども・親・地域が育ち合う 
子どもたちの笑顔が輝くまち豊田 
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２．施策の取組方針 

 本計画では、基本理念のもと、本市の子ども･青少年を取り巻く現状を踏まえた 5 つの「施策の
取組方針」に基づき、子どもの健やかな育ちと社会全体で子育てを支える施策を展開します。 
 その中でも、本市の特徴でもあり、子どもの健やかな育ちの根幹を成す子どもの権利保障の実現
や、安心して子育てができる環境の整備、幼児教育･保育の一層の充実、子育てしながら無理なく
働くことができる環境の整備を図り、総合的な子ども･子育て支援に取り組みます。 
 
 
取組方針Ⅰ 子どもの権利保障 

 子どもは、一人ひとりが独立した人格を持つかけがえのない存在であり、その尊厳が守られ、最
善の利益を保障されるべき存在です。豊田市子ども条例で定められているとおり、「安心して生き
る権利」、「自分らしく生きる権利」、「豊かに育つ権利」、「参加する権利」の子どもの権利が総合的
に保障され、子どもの権利について、子どもを含めたすべての市民が十分に理解し、子どもが幸せ
に暮らすことのできる社会の実現を目指します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
取組方針Ⅱ 安心して生み育てられる支援体制の充実 

 若年妊娠や子育てに自信がない、子育て仲間がいない保護者の割合が増加するなど、子どもの子
育て家庭をめぐる様々な問題が顕著化しています。また、晩婚化、少子化、核家族化が進み、育児
環境や家族の支援が変化し、妊娠・出産・子育てが難しい時代になってきています。安心して妊娠・
出産・育児ができるように、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援が必要となっています。 
 
 
 
 
 
 

 
●子ども条例の認知度（市民意向調査） 
：「知っている」と答えた割合 

●「子どもの権利」が尊重されていると感じる人の割合（市民意向調査） 
：「尊重されている」「まあ尊重されている」と答えた割合 

●周りの大人や同級生や学年の人などから、いやことをされたり、言われたことがない人の割合 
（市民意向調査） 
●子どもの自己肯定感の向上（市民意向調査） 
：設問①自分のことが好きだ/②自分は価値のある人間だと思う/③自分は家族に大切にされている/ 
④孤独を感じることはない/⑤自分の将来が楽しみだ 

●放課後児童クラブに参加していて楽しいと思う児童の割合（市民意向調査） 
：「すごく楽しい」「楽しい」と答えた割合 

＜評価指標＞ 

 
●「出産、子育てがしやすいまち」として満足している割合（市民意向調査） 
●就学前児童のいる世帯のうち、子育てに自信がない市民の割合（市民意向調査） 

＜評価指標＞ 
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取組方針Ⅲ すべての子どもが必要な幼児教育と保育を受けられる環境づくり 
男女共同参画社会の拡大、共働き世帯の増大などから、０～２歳児の保育ニーズが拡大しており、
働きながら子育てをしやすい環境づくりが求められています。また、延長保育、休日保育などの多
様なニーズが増加しており、こうした保育需要への対応が課題となっています。加えて、老朽化し
ている設備の更新や園舎の改築・改修、ライフスタイルの変化に合わせた環境整備など、園児がよ
り安全・安心・快適に生活ができる幼児教育・保育環境の向上が求められます。 
 
 
 
 
 
取組方針Ⅳ 青少年の健全育成及び若者支援 

 女性の社会進出や共働き世帯の拡大により、放課後児童クラブに対するニーズは高まり、利用者
は年々増加しています。今後も引き続き、対象学年において更なる参加希望が予想され、安心して
児童を預けられる体制づくりが必要とされています。 
 また、人口減少や超高齢化社会など次世代を担う子ども・若者を取り巻く環境は大きく変化し、
複雑化しています。このような社会を生き抜くためには、様々な困難に立ち向かい乗り越えていく
力や、正解の与えられていない課題を解決していく生き抜く力が求められています。また、子ども・
若者と地域社会とのつながりが希薄化する中で、地位への愛着や誇りの醸成が必要とされています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
取組方針Ⅴ 地域ぐるみによる子育て社会の創造 

 女性の就労ニーズの高まりや核家族化の進行、子どもや若者と地域のつながりの希薄化により、
子育てに不安を抱える保護者が増加するなど、子ども達が育つ家庭や地域の状況は変化し複雑化し
ています。子どもの育ちの上で最も基本となる家庭の教育力を高めるために、地域と連携した取り
組みが必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
●待機児童数 
＜評価指標＞ 

 
●放課後児童クラブの待機児童数 
●地域行事に参加している割合（市民意向調査） 
：「できるだけ多く参加している」、「ときどき参加している」と回答した割合 

●ひきこもりの割合（市民意向調査） 

＜評価指標＞ 

 
●地域の子どもたちの遊び場や放課後の居場所づくりに参画することについて（市民意向調査） 
：「内容の企画検討から参加してみたい」「参加してもよい」人の割合 

●１年以内に、小・中学校の活動又は児童生徒とともに行う地域の活動に参加した市民の割合 
（市民意向調査） 
●地域の子どもの居場所づくり※に参加した人数 ※地域子どもの居場所づくり事業、子ども食堂など 
●ワーク・ライフ・バランス関連認証制度の取得事業所数（年度末時点） 

＜評価指標＞ 
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３．施策体系図 

 本計画の施策体系図を以下に示します。 
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ち
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基本理念 取組方針 

Ⅰ子どもの権利 
保障 

施策目標 

(1)子どもの権利保障 

基本施策 

①子どもの権利の意識啓発 
②虐待防止対策の強化 
③いじめ･不登校対策の充実 

重点事業群/基礎事業 

【重点事業群】 
❶子どもの権利啓発の推進（Ⅰ、Ⅴ） 
・子ども、育ち学ぶ施設、保護者、
市民、事業者への子どもの権利啓
発と教育を行う。 

❷子どもの孤困きゅうさいプログ
ラム(Ⅰ～Ⅴ) 

・孤立や困りごとを抱える子どもた
ちに寄り添った適切な支援や行
政や地域の大人が共働でつなが
る支援ネットワークを構築する。 

❸ＩＣＴを活用した子育て支援サ
ービスの充実（Ⅲ） 

・多様なニーズに対応する育ち学ぶ
施設で、ICT（AI、RPA等）を活
用した事務効率の向上と幼児教
育・保育の質の向上を行う。 

❹虐待防止対策の強化（Ⅰ、Ⅱ、Ⅴ） 
・子ども家庭総合支援拠点や子育て
世代包括支援センターを軸に子
育て家庭への支援や児童虐待の
対応を行う。 

❺待機児童対策（Ⅲ、Ⅳ） 
・保育士の確保策と保育士の働き方
改革の実施などにより受け皿を
拡大し、待機児童の解消を目指
す。 

❻義務教育期後の社会参加活動の
促進（Ⅴ） 

・若者の自立や成長を促すほか、地
域や社会でその意欲や能力を発
揮できる環境づくりを行う。 

❼少子化への対応（Ⅱ、Ⅳ、Ⅴ） 
・未婚の若者、子育て世代、シニア
世代など対象を幅広く捉え、子育
ての負担のシェアなど出生数の
増加に向けて取り組む。 

 
【基礎事業】（再掲含む） 
取組方針Ⅰ 16事業 
取組方針Ⅱ 81事業 
取組方針Ⅲ 16事業 
取組方針Ⅳ 34事業 
取組方針Ⅴ 31事業 
 

(2)子どもの孤困･救済対策（子どもたちに寄り添った
「子どもの貧困対策」） 

Ⅱ安心して生み 
育てられる 
支援体制の 
充実 

(1)妊娠中と出産後の 
親子の健康づくり 

①安心して妊娠･出産できる環境
の整備 

②乳幼児の健康づくり 

(2)子育ての不安や負
担の軽減 

①社会的支援を要する子ども･家
庭への支援 

②相談･情報提供などの充実 
③経済的負担の軽減 

(3)安全･安心な子ど
もの生活環境の整
備 

①子どもの安全対策の推進 
②子どもの遊び場の整備 
③子育て世帯への生活環境の整備 
 

Ⅲすべての子ど
もが必要な幼
児教育と保育
を受けられる
環境づくり 

(1)保育需要への対応 ①待機児童の解消 
②多様な保育ニーズへの対応 

(2)良好な幼児教育･
保育環境の確保 

①幼児教育･保育施設の整備 
②幼児教育･保育の質の向上 

Ⅳ青少年の健全
育成及び若者
支援 

(1)義務教育期の子ど
もの適切な支援 

①子どもの学び･育ちの支援 
②放課後児童クラブの充実 

(2)義務教育期後の青
少年･若者の育成、
支援 

①青少年の社会参加の推進と主
体性の育成 

②青少年の活動の場づくり 
③青少年の悩みへの対応と非行
防止 

④ニート･ひきこもりへの対応 

Ⅴ地域ぐるみに
よる子育て社
会の創造 

(1)ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの
推進 

①ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの理解の推進 
②企業の取組の支援 

(2)地域力を生かした
家庭力の向上及び
子どもの育成 

①親育ちの支援 
②子育ての仲間づくりや情報共
有の場の提供 

③世代間交流と地域力を生かし
た子育て支援活動の推進 
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     第４章 
     施策の展開 
 
 

 第４章では、取組方針毎に、具体的な施策･事業につ
いて記載しています。また、計画期間中に特に重点的
に取り組む重点事業群も記載しています。 
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取組方針Ⅰ 子どもの権利保障 

  
施策目標（１）子どもの権利保障 

 豊田市子ども条例に規定する子どもの権利が総合的に保障される社会の実現を目指した取り組
みを進めます。 
 児童虐待の早期発見や早期対策を行うため、子どもや保護者、教職員に対して正しい知識の普及
や発生時における対応方法などの教育を推進します。 
 
基本施策① 子どもの権利の意識啓発 
 「子どもの権利啓発事業（子どもの権利学習プログラム）」の実施や、講演会・教室などの開催
により、子どもの権利について理解し、意識の向上につなげます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
1 子どもの権利啓発事業 子どもの権利について理解を深める機会として、中学

校で、教員向け研修、全校講演会、子どもの権利の授
業を行います。 

次世代育成課 

2 子どもに関わる団体や大人
への子どもの権利啓発研修 

育ち学ぶ施設（学校教育施設、社会教育施設、児童福
祉施設など）及び、地域で子どもに関するボランティ
ア活動の団体における大人に対し、子どもの権利啓発
や研修の機会を設けます。 

次世代育成課 

3 保護者に向けの子どもの権
利に関する情報発信・啓発 

幼児・児童・生徒の保護者向けに、子どもの権利に関
する内容を取り入れて再編した親ノートの配付と親育
ち交流カフェの実施を行います。 

次世代育成課 

4 子どもの権利学習プログラ
ムの実施 

市が独自に作成した子どもの権利学習プログラム（幼
児版、小学生版（低学年、中学年、高学年）、中学生版、
保護者版）を実施します。幼児には園と家庭で連携し
ながら、児童生徒には道徳の授業などで実施すること
で、子どもの自己肯定意識の向上、自他の権利の正し
い理解を促進します。 

次世代育成課 

5 とよた子どもの権利相談室
（子どもスマイルダイヤ
ル）の運営 

子どもの身近な悩みや権利侵害について、子ども自身
が気軽に相談できる窓口として、とよた子どもの権利
相談室の運営を行い、関係機関との連携のもと、子ど
もの救済、悩みの解決を図ります。 

とよた子どもの
権利相談室 

6 「人権を考える集い」の開
催 

小中学校において、人権全般に関する講演会やワーク
ショップなどを開催し、児童・生徒・保護者・地域住
民の人権意識の高揚を図ります。 

市民相談課 

7 「人権移動教室」の開催 人権擁護委員が、こども園・小中学校の園児・児童・
生徒をはじめ、市民を対象にＤＶＤ視聴や人権クイズ、
人権かるたなどを実施し、人権について学ぶ機会を提
供します。 

市民相談課 
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基本施策② 虐待防止対策の強化 
 関係機関との連携及び支援体制の強化を図り、児童虐待の発生予防から早期発見・早期対応が行
われるよう、児童虐待防止策を進めます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
8 子ども総合支援拠点（家庭

児童相談室）における児童
虐待への早期対応及び子育
て相談・支援の実施 

児童虐待通告に対し必要な調査等を迅速に実施し、48
時間以内の児童の安全確認を行うとともに、児童相談
所・警察と連携して適切な対応を行います。 
また、関係部署、関係機関との連携により市民に寄り
添った相談支援を行うことで、児童虐待等の発生予防
に努めます。 

子ども家庭課 

9 子ども総合支援拠点（家庭
児童相談室）における相談
支援体制の充実 

児童虐待への迅速かつ的確な対応を行うため、専門的
な知識を持つ人材の確保に努めるほか、職員体制の充
実を図ります。 

子ども家庭課 

10 要保護児童・ＤＶ対策協議
会参加機関の連携による要
保護児童等の早期発見早期
対応及び適切なケース進捗
管理の実施 

要保護児童・要支援児童及び特定妊婦の早期発見と適
切な支援を行うため、要保護児童・ＤＶ対策協議会の
関係機関が連携し、必要な情報交換を行うとともに、
要保護児童等に対する支援を行い適切な支援が行われ
るようにします。 

子ども家庭課 

11 DV 相談に関する情報など
を掲載したリーフレットの
設置 

DV 相談窓口の情報やチェック項目などを掲載したリ
ーフレットを市内公共施設や病院、大型店などに協力
を依頼し、設置します。 

とよた男女共同
参画センター 

12 養育支援訪問事業の実施 児童の養育について支援が必要でありながら、積極的
に自ら支援を求めることが困難な家庭に対し、過重な
負担がかかる前に、ヘルパーなどの専門職員を派遣し、
家庭内での養育に関する援助支援を行います。 
また、支援が必要な家庭を、委託保健師・助産師が訪
問し、個々の状況に応じて専門的・具体的な育児に関
する相談・指導支援を行います。 

子ども家庭課 
地域保健課 

13 児童虐待防止のための啓発
事業の実施 

各種団体への講師派遣、出前講座等を通じ、児童虐待
に関する市民の理解を深め、児童虐待の早期発見、早
期対応に向けた啓発を行います。 

子ども家庭課 

14 児童虐待防止教育の実施 子どもへの虐待を防ぐために、子ども自身が具体的な
対応方法を学ぶとともに、保護者、こども園・学校関
係者などが、子どもへの虐待についての知識をもち、
信頼できる大人としての適切な対応について学ぶため
の児童虐待防止教育（CAP プログラムによるワークシ
ョップ）を実施します。 

子ども家庭課 
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基本施策③ いじめ・不登校対策の充実 
 いじめの未然防止や早期発見・早期対応、不登校児童生徒の社会的自立支援などに向けて相談・
サポート体制強化を進めます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
15 いじめ防止に向けた児童生

徒の主体的な取組の推進 
いじめをしない、させない環境づくりをめざし、児童
生徒が主体的にいじめの問題について考え、よりよい
人間関係づくりを促進する取組を推進します。 

青少年相談セン
ター 

16 適応指導教室の活動内容の
充実 

不登校児童生徒の学校復帰に向け、適応指導教室にお
いて、社会性や自主性を育成する活動内容の充実を図
ります。 

青少年相談セン
ター 

 
 
施策目標（２）子どもの孤困･救済対策 

（子どもたちに寄り添った「子どもの貧困対策」） 
 子ども条例を念頭に「子どもの権利が保障され、子どもが幸せに暮らすことのできる社会」を目
指し、「子どもの自己肯定感の向上」、「地域支援力の向上」、「深刻な困難を抱える家庭への適切な
支援」、「貧困の連鎖の解消」を推進します。 
 
基本施策① 子どもの権利保障 
 子ども自身が子どもの権利について理解し、自分は大切にされて良い存在だと気づき、自己肯定
感を持てるよう子どもの権利学習や広報・啓発活動を行います。 
 
基本施策② 共働でつながる支援ネットワーク 
 庁内での連携を図るとともに、各地域におけるコミュニティと連携・共働し、必要な支援へつな
げる仕組みを構築します。 
 
基本施策③ 教育の支援 
 家庭環境に左右されず、子どもたちの学力の保障と教育の機会の均等化を図るべく、学習支援や
高校、大学等進学への経済的支援、幼児教育無償化の推進を行います。 
 
基本施策④ 生活の支援 
 貧困状況にある子どもや家庭が社会的孤立に陥ることがないよう相談機関や社会参加の機会の
充実を図ります。 
 
基本施策⑤ 保護者の就労・経済的支援 
 生活の基盤を安定的に確保するため、保護者の就労を支援します。また、手当ての支給のほか、
各種負担の軽減を図り、最低限の経済基盤や生活の場が保たれるよう支援を行います。 
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取組方針Ⅱ 安心して生み育てられる支援体制の充実 

  
施策目標（１）妊娠中と出産後の親子の健康づくり 

 健康相談、健康教育や健診の機会等の充実に努め、安心して妊娠・出産ができるようにするとと
もに、乳幼児の健やかな成長・発達を支援する環境づくりに取り組みます。 
 将来親になることに向き合うため、命の尊さや親の役割、性に関して正しく理解を深める機会を
充実します。 
 
基本施策① 安心して妊娠・出産できる環境の整備 
 妊婦健康診査などにより母子の健康の確保とともに、各種教室の実施などによる妊娠・出産に関
する正しい知識の普及を行うなど、安心して妊娠・出産ができるよう環境整備を進めます。 
 
No 事業名 事業内容 担当課 
17 妊産婦歯科健康診査 身体の生理的変化に伴い、歯周疾患が急増する妊産婦

に対し、口腔疾患の予防と早期発見に努め、胎児の口
腔を健全に発育させるため、医療機関において無料の
歯科健康診査を妊婦及び産後１年未満の産婦に対して
1回ずつ実施します。 

（保）総務課 

18 子育て世代包括支援センタ
ーによる利用者支援事業の
実施 

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に
関する様々な悩みなどに円滑に対応するため、ママサ
ポーターが専門的な見地から相談支援等を実施すると
ともに、必要な支援の調整や関係機関との連絡調整を
行い、妊産婦や乳幼児等に対して切れ目のない支援を
提供します。 

子ども家庭課 

19 妊産婦健康診査事業の実施 妊産婦の疾病や異常の早期発見・早期対応を図るため、
妊産婦健康診査を実施します。 

子ども家庭課 

20 妊娠中の健康教室（パパマ
マ教室）の実施 

妊娠中の健康管理や食生活等についての知識を学ぶと
ともに、子育てについて夫婦で一緒に考えることがで
きる教室を開催します。 

子ども家庭課 

21 産後ケア事業の実施 出産直後において入院を要しない程度の心身不調等に
より育児が困難である母親に対し、授乳指導や育児支
援を行います。 

子ども家庭課 

22 子育て世帯に対する育児負
担軽減のための支援の実施 

産前産後におけるヘルパーの派遣や、保護者のレスパ
イトのための子どもの一時的な預かり（ショートステ
イ）を行い、親族等からの支援が受けにくい世帯の子
育てを支援します。 
①産前産後支援事業 
②子育て短期支援事業 

子ども家庭課 

23 豊田市母子保健・医療・福
祉ネットワーク会議の開催 

妊娠・出産から育児のスタート時期において、子育てに不
安のある親や体調に不安のある母親及び子どもに対して、
病院から家庭・地域における切れ目のない子育て支援の充
実を図るため、医療・保健・福祉などの関係機関によるネ
ットワーク会議を開催し、連携の強化を図ります。 

子ども家庭課 
地域保健課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
24 おめでとう訪問（乳児家庭

全戸訪問事業）の実施 
母子保健推進員が、生後１～３か月の乳児をもつすべ
ての家庭へ「おめでとう訪問」を実施し、育児不安の
軽減、親としての子育て意識の向上や情報提供を行い、
親育ちを推進します。また、育児に関する心配事があ
る家庭には、地区担当保健師を紹介し、早期から育児
不安などの解消を図ります。 

子ども家庭課 

25 不妊症・不育症に関する相
談・助成の実施 

不妊症・不育症について、不妊症看護認定看護師によ
る無料相談を実施するとともに、人工授精、体外受精
及び顕微授精に要した治療費を助成します。 

子ども家庭課 

26 思春期教室の実施 主に中学生を対象に、命の大切さや家族の絆の大切さ
を感じとり、親の役割について考える「赤ちゃんのふ
れあい体験」教室や、男女の「性」について正しく理
解し、自分や相手を大切にする心を育む教室を開催し
ます。 

子ども家庭課 

27 多胎家庭への継続的な支援
の実施 

多胎妊娠・出産・育児においては様々な課題や育児負
担を有することが多いため、妊娠期から児の所属（入
園等）が決定するまで、訪問・電話等による継続的な
支援を実施します。 

子ども家庭課 
地域保健課 

28 自主グループ支援による子
育ての悩みや不安の解消 

同じ育児経験をもつ親同士が、子育ての悩みや不安を
情報交換し解決できるよう支援するほか、自主グルー
プとしての主体的な活動ができるよう支援します。 

子ども家庭課 

29 「妊産婦にやさしい環境づ
くり」に向けた啓発等の実施 

マタニティマークの周知による市民への啓発や「母性
健康管理指導事項連絡カード」の普及などにより、妊
産婦にやさしい環境づくりを推進します。 

子ども家庭課 

 
基本施策② 乳幼児の健康づくり 
 乳幼児の健やかな成長・発達を支援するため、乳幼児健康診査などの各種健康診査の実施や健康
教育、健康相談の機会の充実を図ります。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
30 予防接種の推進 定期の予防接種の接種率向上のため、未接種の乳幼児

などの保護者に対して、はがきなどによる接種勧奨を
行います。 

感染症予防課 

31 園児むし歯予防教室（よい
子の歯みがき運動） 

６歳臼歯の保護育成を目的とし、こども園・私立幼稚
園の５歳児を対象に歯みがきの普及啓発を図るための
教室を開催します。 

（保）総務課 

32 親子むし歯予防教室（親子
ピカピカ教室） 

歯が生え始める時期から歯や口の機能について関心を
持ち、食生活や生活習慣との関わりを認識できるよう、
むし歯予防や口腔機能の発育に関する正しい知識を普
及することを目的に、未就園児と保護者を対象に、歯
みがきの習慣化や噛むことの大切さを学ぶ教室を開催
します。 

（保）総務課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
33 幼児歯科健康診査 むし歯予防に関する意識の啓発を図り、生活環境や口

腔状況に応じて個別の歯科保健指導を実施できるよ
う、医療機関において無料の歯科健康診査を 1歳 6か
月児から 5歳未満を対象に実施します。 

（保）総務課 

34 乳児健康診査の実施 医療機関において、生後１か月頃と生後６～１０か月
頃に発育・発達の診察等が受けられるよう、健診費用
の助成を行います。 

子ども家庭課 

35 ３、４か月児健康診査の実施 ３、４か月児を対象に、疾病、問題の発見、育児支援、
成長発達の評価、相談等実施します。 
内容：内科診察、問診、育児相談、事故予防・愛着形
成・離乳食についての集団指導 

子ども家庭課 
地域保健課 

36 １歳６か月児健康診査の実施 １歳６か月児を対象に疾病、問題の発見、育児支援、
成長発達の評価、相談等実施します。 
内容：内科診察、歯科診察、問診、相談、発達を促す
関わり・虫歯予防についての集団指導 

子ども家庭課 
地域保健課 

37 ３歳児健康診査の実施 ３歳児を対象に、疾病、問題の発見、育児支援、成長
発達の評価、相談等実施します。 
内容：内科診察、歯科診察、視力・聴力検査、尿検査、
問診、育児相談、発達を促す関わり・幼児の食事につ
いての集団指導 

子ども家庭課 
地域保健課 

38 健診未受診調査の実施 乳幼児健診（３か月児、１歳６か月児、３歳児健診）
未受診者は、虐待のハイリスク要因の一つであり、養
育支援の必要な家庭が多いことから、未受診者の把握
および健診の受診勧奨を行います。 

子ども家庭課 
地域保健課 

39 親子食育講座 子どもたちが将来にわたり、好ましい食生活や食習慣
を身につけられるよう、幼児から小中学生の子どもと
保護者を対象に、調理実習や講話などによる講座を実
施し、食育を推進します。 

（保）総務課 

40 個別相談事業・健康診査事
後支援教室の実施 

発達支援が必要と思われる親子に対し、個別相談事業
や健康診査事後支援教室において、集団遊び・親子遊
びを通して、発達の特性に応じたかかわりができるよ
う支援します。また、保健師や臨床心理士による個別
相談などにより、発達や育児に関する不安の軽減を図
ります。 

子ども家庭課 
地域保健課 

41 乳児期の教室（ベビークラ
ス）の実施 

乳児期の早期における母子関係の確立やグループワー
クによる親同士の仲間づくりを通じて、育児不安の解
消を図り、子育て仲間の交流を推進するための教室を
開催します。 

子ども家庭課 

42 乳幼児突然死症候群（ＳＩ
ＤＳ）の予防啓発の実施 

乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）を予防するため、妊
娠中・育児期間中の喫煙防止や同居家族の分煙に関す
る教育を実施します。また、揺さぶられっ子症候群な
どの予防啓発を実施します。 

子ども家庭課 
地域保健課 

43 ふれあい子育て教室の実施 1 歳の誕生日を機会に、子どもの成長を確認し、「あか
ちゃんから幼児へ成長する時期の子育てポイント」を
親子で楽しみながら学べる場を提供します。 

子ども家庭課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
44 親子体力づくり教室の実施 親子で体を使って遊ぶ楽しさを知り、遊びを通じて良

好な親子関係を築くことを目的として、親子参加の体
力づくり講座を希望する自主グループや各種団体へ講
師を派遣します。 

地域保健課 

45 自立支援（育成）医療費助
成の実施 

肢体不自由、視覚障がい、聴覚・平衡感覚機能障がい、
音声・言語・そしゃく機能障がいなど、確実に治療効
果が期待できる 18 歳未満の児童の医療に要する保険
診療分の自己負担分を助成します。 

子ども家庭課 

46 慢性疾患等を抱える家庭へ
の支援の実施 

小児慢性特定疾病の治療にかかる医療費の保険診療分
の自己負担分を助成します。また、家族への情報提供
や交流会の開催などによる支援を行います。 

子ども家庭課 

47 養育医療費助成 身体の発育が未熟のまま出生した乳児であって、正常
児が出生時に有する諸機能を得るに至るまで入院療養
を必要とする乳児の保険診療分の自己負担分を助成し
ます。 

子ども家庭課 

 
 
施策目標（２）子育ての不安や負担の軽減 

 妊娠期から子育て期における不満や悩みの軽減を図るため、子育てに関する「不安の共有（大変
さの理解）」、「負担の分担（軽減）」に加え、「子育てを楽しむ」の視点を持ちながら、身近に相談
できる体制の整備や交流機会の提供など、段階に応じた子育て支援サービスの充実を図ります。 
 
基本施策① 社会的支援を要する子ども・家庭への支援 
 ひとり親家庭に対する就労支援や日常生活支援、障がい児に対する療育支援、外国世帯の子ども
に対する支援など、特別な事情を抱えた子どもとその家族に対するきめ細やかな支援を行います。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
48 ひとり親家庭の親の資格取

得等支援の実施 
ひとり親家庭の親が看護師等の資格を取得するために
養成機関で修学する場合の修学期間中の生活費負担を
軽減するための給付金の支給や、市が指定する教育訓
練講座を受講するために要した費用の一部を支給し、
より安定した仕事への就職や職場におけるスキルアッ
プを支援します。 
①高等職業訓練促進給付金 
②自立支援教育訓練給付金 
③高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 

子ども家庭課 

49 ひとり親家庭に対する子育
て支援の実施 

ひとり親家庭の方が、働くために必要な技能習得のた
めの通学、就職活動や疾病及び冠婚葬祭、出張、学校
等の公的行事への参加などにより、一時的に日常生活
を営むのに支障がある場合に、家庭生活支援員を派遣
して家事援助等の支援を行います。 

子ども家庭課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
50 母子家庭等就業支援事業の

実施 
母子・父子家庭の父母及び寡婦に対し、就業相談、就
業支援講習会の実施、就業情報の提供などの一貫した
就業支援サービスや、養育費の取得に関する法律相談
などの生活支援サービスを実施します。 

子ども家庭課 

51 ひとり親相談（ 母子・父子
自立支援員事業）の実施 

子ども家庭課に母子・父子自立支援員を配置し、母子・
父子家庭及び寡婦家庭の経済上の問題、児童の問題、
福祉資金の貸付、その他の生活上の問題に対応します。 

子ども家庭課 

52 放課後児童クラブにおける
障がい児支援の実施 

放課後児童クラブにおいて、専門家に巡回指導を委託
し、対応の方法を学ぶとともに、支援員の研修を行う
など、障がいのある児童への理解を深めます。また、
関係機関との連携を強化し、ほかの福祉サービスの紹
介、児童に関する情報交換、ケース会議の開催など、
関係機関と連携した支援を実施します。 

次世代育成課 

53 障がい児（こども園児・幼
稚園児）研修の実施 

障がいのある園児に対し、専門的見地から指導にあた
ることのできる保育士などを育成するため、障がいの
理解や指導方法の研修を実施します。 

保育課 

54 障がい児保育の実施 豊田市こども発達センターとの連携により、こども園
などにおいて、障がい児保育を実施します。実施に当
たっては、加配保育士の配置や、園児の状況に合わせ
た受入れ体制を整えるなどして対応します。 

保育課 

55 外来療育グループ（あおぞ
ら、あおぞらおひさま）の
実施 

言葉が遅い、かんしゃくが強い、友達と遊べないなど
の未就園の子どもとその親が、遊びを通して、親子の
絆を深め、生活習慣や社会性を身につけることを目的
としたグループ活動をこども発達センターにおいて実
施します。また、あおぞらおひさまの南部移転に向け
ての準備を進めます。 

障がい福祉課 

56 在宅重度心身障がい児（者）
一時保護事業 

介護家族が冠婚葬祭などの理由により家庭介護ができ
ない場合に、在宅重度心身障がい児を一時的に保護し
ます。 

障がい福祉課 

57 放課後等デイサービス事業 障がいのある小学生、中学生、高校生の放課後や長期
休暇中の活動の場として、デイサービス事業所などに
おいて、生活能力の向上に必要な訓練、社会との交流
促進などの療育を行います。 

障がい福祉課 

58 障がい児等療育支援事業 在宅の発達障がい児、知的障がい児及び肢体不自由児
などの地域における生活を支えるため、こども発達セ
ンターにおいて療育支援、相談などを実施します。 

障がい福祉課 

59 児童発達支援センター（ひ
まわり、たんぽぽ、なのは
な）運営事業の実施 

発達障がい児、知的障がい児、肢体不自由児、重症心
身障がい児、医療的ケア児及び難聴幼児などに対し、
個々の特性を考慮した支援を行います。情緒の安定を
図りながら、できる限り健全な社会生活を営めるよう、
早い段階から適切な支援を行います。 

障がい福祉課 

60 特別支援教育の推進事業 小・中学校と特別支援学校・こども発達センター等の
専門機関が連携したブロックサポート体制において、
指導・支援に関する情報交換、情報共有を進めます。 

青少年相談セン
ター 
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No 事業名 事業内容 担当課 
61 多胎世帯への支援（こども

園等） 
多胎世帯の支援のため、こども園等への入園要件を緩
和します。 

保育課 

62 ＴＩＡ、ＮＰＯ等との共働
による外国人の子どもの教
育支援 

ＴＩＡ（豊田市国際交流協会）、ＮＰＯ等との共働によ
り、外国人の子どもへ日本語指導や、不就学児童生徒
に対する学習指導などの支援を行います。 

国際まちづくり
推進課 

63 語学指導員派遣事業の実施 外国人園児の保育補助、保護者との連絡介助などを行
うため、外国語と日本語が堪能な語学指導員をこども
園に派遣します。 

保育課 

64 外国人児童生徒教育事業 編入の増加、多言語傾向にある外国人児童生徒と保護者
への学習支援・相談支援の充実を図ります。 

学校教育課 

65 就学支援事業 生活保護受給世帯の子どもの高校進学、高校中退防止の
ため、就学支援ケースワーカーと就学支援相談員を配置
し、意識啓発及び情報の周知などの支援を行います。 

生活福祉課 

66 子どもの学習・生活支援事業 経済的理由等により学習環境が整っていない子どもに
対し、ボランティア等による集合型学習支援を実施す
るとともに、生活習慣の形成・改善など家庭全体への
支援を行う。 

福祉総合相談課 

67 生活困窮者自立支援事業 経済的な困窮や社会からの孤立などにより、生活を維
持することができなくなるおそれのある世帯の相談を
受け、自立に向けた支援（家計管理、就労支援等）を
行う。 

福祉総合相談課 

 
基本施策② 相談・情報提供等の充実 
 子育てに関する相談や情報提供などの充実を図るとともに、身近に相談できる体制の整備や交流
機会の提供など、保護者の不安の解消につなげます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
68 女性及び男性のための相談

事業の実施 
専門の相談員により、女性が抱える様々な悩みに対す
る電話相談（クローバーコール）と面接相談を実施し
ます。また夫婦関係、家庭や職場での悩みや不安など
をもつ男性を対象に、電話相談（メンズコール）を実
施します。 

とよた男女共同
参画センター 

69 育児健康相談の実施 乳幼児の発育や発達・育児不安・栄養等について相談
できる機会を提供するため、子育て支援センターにお
いて、保健師・管理栄養士による相談、身長・体重測
定を実施また、電話による相談も実施します。 

地域保健課 

70 親と子の電話相談「はあと
ラインとよた」 

子どもや保護者が抱える様々な悩みなどの相談に対応
します。臨床心理士との対話を通して、不安な気持ち
を和らげたり、適切な機関を紹介するなどして、社会
からの孤立を防ぎます。 

青少年相談セン
ター 

71 スクールカウンセラー・ス
クールソーシャルワーカー
の派遣事業 

児童生徒・保護者の心のケアや福祉面での支援の充実
をめざし、スクールカウンセラー・スクールソーシャ
ルワーカーがより積極的に学校と連携できるように、
派遣等による相談体制を強化します。 

青少年相談セン
ター 
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No 事業名 事業内容 担当課 
72 「とよた急病・子育てコー

ル 24」事業の実施 
急なケガや病気で、医療機関にかかるべきか判断に迷
う時や、子育てに不安を抱える保護者に対して、看護
師、医師、保健師、社会福祉士など専門的な知識を持
つ者が、24 時間 365 日救急医療相談と子育て相談に
対応する「とよた急病・子育てコール 24」事業を実施
します。 

地域包括ケア企
画課 
子ども家庭課 

73 総合相談窓口運営事業 子育てや子どもの発達だけでなく、家庭内の介護、障
がい、生活困窮なども含め、あらゆる世代・対象に対
する相談を受け、必要な支援に結び付けます。 

福祉総合相談課 

74 子育てに不安や悩みを抱え
る家庭を対象にした講座の
実施 

子育てに不安や悩みを抱えている家庭を対象にした講
座を開催し、子育てに関する知識の向上や同じ悩みを
抱える親同士の仲間づくりを支援します。 

子ども家庭課 

 
基本施策③ 経済的負担の軽減 
 各種手当の支給や助成を行うことにより、妊娠・出産や子育てに伴う経済的な不安の軽減を図り
ます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
75 母子・父子家庭に対する市

営住宅の家賃軽減 
子育て家庭の住環境安定と児童福祉の向上を図るた
め、20 歳未満の子どもを扶養している母子・父子家庭
については、市営住宅の家賃を減額します。 

定住促進課 

76 子育て世帯等に対する児童
手当の適切な支給の実施 

中学校修了前の児童を養育している保護者等に対し、
児童手当を支給します。 

子ども家庭課 

77 ひとり親家庭等に対する手
当の適切な支給の実施 

父または母がいないか、父または母が障がいの状態に
ある 18 歳以下の児童を養育する父または母もしくは
養育者に対し、手当を支給します。 
①ひとり親家庭等支援手当…市が支給   
②児童扶養手当…国が支給 
※支給条件などに多少の相違があります。 

子ども家庭課 

78 ひとり親家庭等に対する福
祉資金の貸付の実施 

母子・父子家庭及び寡婦家庭の生活の安定と向上を図
るため、母子・父子家庭の父母または児童、寡婦家庭
の本人または子に対し、事業開始資金、技能習得資金、
生活資金、結婚資金、修学資金、就学支度資金、修業
資金などの貸付を行います。 

子ども家庭課 

79 保育料の軽減 ０～２歳児の保育料は、国が定める基準額よりも低く
設定し、負担の軽減を図ります。なお、３～５歳児の
保育料は、国の制度に基づき、無償化しています。 

保育課 

80 こども園の給食費の軽減 経済的な支援が必要な世帯に対し、こども園の給食費
を免除し、負担の軽減を図ります。 

保育課 

81 小・中学校の就学援助 経済的な支援が必要な世帯に対し、小・中学校での学
用品代、学校給食費用等を援助します。 

学校教育課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
82 放課後児童クラブ利用者負

担金の軽減 
放課後児童クラブでは、就学援助世帯には利用者負担
金を免除し、負担の軽減を図っています。金額の設定
については、保護者負担の適正化を図るため、定期的
な見直しを実施します。 

次世代育成課 

83 奨学金の支給 経済的な理由によって修学困難な高校生、大学生など
に対し、その学業に必要な資金を支給します。 
○奨学金新規支給者数：50人 

教育政策課 

84 私立高等学校等授業料の補助 私立高等学校等などに在籍する生徒の保護者に対し
て、授業料の補助を行います。 
○補助金額／年：15,000円 

教育政策課 

85 心身障がい者医療助成 身体障害者手帳１～３級、腎臓機能障がい４級、進行
性筋委縮症４～６級、療育手帳Ａ・Ｂ判定（ＩＱ 50 以
下）及び自閉症状群（要診断書）の方の医療に要する
保険の自己負担分を助成します。 

福祉医療課 

86 精神障がい者医療助成 精神障がい者保健福祉手帳 1～2級保持者、自立支援医
療（精神通院）受給者及び精神病と診断され入院中の
方の医療に要する自己負担分を助成します。（助成範囲
は要件により異なります） 

福祉医療課 

87 子ども医療助成 中学校卒業までの 15 歳以下の子どもの医療に要する
保険の自己負担分を助成します。 

福祉医療課 

88 母子・父子家庭医療助成 母子・父子家庭で 18 歳以下の児童を扶養している父、
母等及びその児童と、父母のいない 18 歳以下の児童
の医療に要する保険の自己負担分を助成します。 
 ※受給者数は子ども以外も含めた全体の数 
 ※18歳以下の児童とは、18歳に達した日以後 
   の最初の 3月 31日までの児童 

福祉医療課 

 
 
施策目標（３）安心・安全な子どもの生活環境の整備 

 子どもや子育て家庭が安心して生活できるよう、子育てを支援する安全・安心な生活環境の整備
に取り組みます。 
 
基本施策① 子どもの安全対策の推進 
 子どもが事故や犯罪に巻き込まれることがないよう、地域における事故防止対策や交通安全対策、
防犯・防火対策などを推進します。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
89 交通安全教室の開催 交通事故の被害者になりやすい幼児・児童を対象に、

交通安全学習センター内の教室・市街地模擬路などを
使用し、交通安全指導を行います。 

交通安全防犯課 

90 小児救急医療支援事業の実施 夜間（３６５日）及び休日や年末年始の昼間において、
医療圏内の病院による輪番方式で、小児科の入院治療
を要する重症患者の医療を確保します。 

地域包括ケア 
企画課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
91 通学路整備事業 関係機関と連携し、児童生徒が安全に登下校できる通

学路の整備を進めます。 
学校教育課 

92 子どもの防犯教室の開催 登下校時、学校から帰ってから休日などにおいて、子
どもが連れ去りなどの被害に遭わないよう、子ども自
身の防犯力（危険回避能力、自己防衛能力）の向上を
図る。 

交通安全防犯課 

93 不審者・変質者への対応 不審者情報を随時小・中・特別支援学校及び関係機関
へ提供し、共有化を図ります。 
不審者対応訓練を実施し、児童生徒の安全管理の徹底
を図ります。 

学校教育課 

 
基本施策② 子どもの遊び場の整備 
 ちびっこ広場やふれあい広場、そのほかの公園を整備し、地域における子どもの遊び場を確保し
ます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
94 街区・近隣公園等の整備 子育て家庭の憩いやふれあいの場を確保するため、市

民ニーズに応じた都市公園を計画的に整備します。 
公園緑地整備課 

95 公園・広場の適正管理 安心安全な遊び場を確保するため、日常点検や定期点
検を実施し、施設の更新又は修繕を実施することで、
施設が起因となる事故を未然に防ぐ。 

公園緑地管理課 

 
基本施策③ 子育て世帯への生活環境の整備 
 家族形成期や世帯状況に応じた市営住宅の供給などに努め、安心して暮らすことのできる環境を
整えます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
96 家族形成期支援住戸の整備 第８次豊田市総合計画の中で、年齢構成のバランスの

とれた人口構成を実現していくために、家族形成期世
代の転出超過を抑制することが必要であり、市営樹木
住宅建替え事業を契機に、この世代の居住を支援する
取り組みを推進する。 

定住促進課 

97 定住促進プロモーション 
「ファースト暮らすとよた」 

家族形成期世代を主な対象に、豊田市の魅力や住まい
に関する支援・制度等の情報を発信し、豊田市への定
住を促進する。 

定住促進課 
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取組方針Ⅲ すべての子どもが必要な幼児教育と保育を受けられる環境づくり 

  
施策目標（１）保育需要への対応 

 待機児童の解消や０～２歳児などの保育需要に対応するため、保育サービスの拡大を図ります。 
 すべての子どもが、親の就労状況の違いにかかわらず、質の高い幼児教育・保育を受けられるよ
う努めます。 
 
基本施策① 待機児童の解消 
 待機児童の解消に向けた取組を進めます。幼児教育無償化による影響も考慮しながら、適切な定
員拡大を図ります。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
98 こども園などでの定員拡大 官民連携した取組などにより０～２歳児の定員拡大を

進めます。 
①幼稚園認可こども園の保育所認可化 
②私立こども園との連携による分園整備 
③企業主導型保育事業の活用促進 
④豊田市認証保育所制度の活用促進 

保育課 

99 保育ママ事業 こども園の空き教室で、市が認定した保育ママにより、
入園を待機となった０～２歳児の保育を実施します。 

保育課 

100 保育士の確保と働きやすい
環境の整備 

大学等との連携や採用手法の見直しなどにより、必要な
保育士を確保します。また、情報通信技術の活用や事務
員の配置などにより事務負担を軽減することで、保育士
が保育に専念できる働きやすい環境を整備します。 

保育課 

 
基本施策② 多様な保育ニーズへの対応 
 保護者のニーズに対応し、一時保育や延長保育、休日保育、病児保育など、多様な保育サービス
を提供します。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
101 一時保育（一時預かり事業）

の実施 
保護者の疾病などの理由により、家庭における保育の
実施が一時的に困難となった場合に、こども園などに
おいて児童を保育します。 

保育課 

102 延長保育（時間外保育事業）
の実施 

こども園の基本保育時間以外の保育ニーズに対応する
ため、午後７時までの延長保育を実施します。 

保育課 

103 休日保育の実施 保護者の勤務などに伴う日曜日・祝日の保育ニーズに
対応するため、休日保育を実施します。 

保育課 

104 病児保育の実施 病気や怪我により安静を必要とする児童で、保護者の
仕事などの都合により、自宅で療養できない場合に、
一時的に保育を実施します。 

保育課 
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施策目標（２）良好な幼児教育・保育環境の確保 
 安全・安心・快適に過ごせる保育環境を確保するため、老朽化した園舎の改築などの整備を計画
的に行います。 
 
基本施策① 幼児教育・保育施設の整備 
 こども園・私立園の施設について、必要に応じて改築を進めるなど、計画的に整備を行い、幼児
教育・保育環境の向上につなげます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
105 公立こども園の園舎の整備 公共施設等総合管理計画などに基づき、園舎の改築や

計画的な修繕などを実施し、幼児教育・保育環境の維
持・向上を図ります。また、改築に合わせ、受入定員
の拡大を図ります。 

保育課 
建築予防保全課 

106 公立こども園の駐車場整備 こども園への送迎方法の変化などに対応し、駐車場が
不足している園について必要な整備を行います。 

保育課 

107 私立園に対する施設整備費
補助 

私立こども園、私立幼稚園、私立幼保連携型認定こど
も園の改築、空調整備、防犯カメラ設置、修繕などの
施設整備に係る費用を助成し、幼児教育・保育環境の
維持・向上を図ります。また、改築に合わせ、受入定
員の拡大を図ります。 

保育課 

108 公立こども園のトイレ再整備 トイレの洋式化とあわせて、老朽化しているトイレの
改修を実施します。 

保育課 

 
基本施策② 幼児教育・保育の質の向上 
 こども園や私立園における評価体制の充実などにより、幼児教育・保育の質の向上を図ります。
また、少子化により園児数が減少し、集団生活の実施が困難になったこども園について、適切な保
育環境の確保に向け、地域や学校などと調整し対応していきます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
109 こども園における園評価の

実施 
こども園における保育方針・保育内容など運営状況に
ついて、自己評価及び保護者などの園関係者による評
価を行い、保育の質の向上に努めます。 

保育課 

110 手厚い設備・運営基準によ
る幼児教育・保育の実施 

こども園、幼保連携型認定こども園の設備・運営基準
において、職員配置基準、居室面積基準を国基準より
手厚く設定し、幼児教育・保育の質の向上を図ります。 

保育課 

100 （再掲） 
保育士の確保と働きやすい
環境の整備 

大学等との連携や採用手法の見直しなどにより、必要な
保育士を確保します。また、情報通信技術の活用や事務
員の配置などにより事務負担を軽減することで、保育士
が保育に専念できる働きやすい環境を整備します。 

保育課 

111 一定規模以上の集団保育環
境の確保 

自主性・自立性・協調性などが培われる幼児期におい
て、集団が固定化することなく、多様な個性と関わり
を持つことができる環境を整えます。 

保育課 

112 豊田市認証保育所制度 市が独自に設定した認証基準により、認証を受けた認
可外保育施設に対して運営費を助成します。 

保育課 
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取組方針Ⅳ 青少年の健全育成及び若者支援 

  
施策目標（１）義務教育期の子どもの適切な支援 

 放課後児童クラブの利用需要に対応するため、活動室整備や支援員の確保を行い、待機児童数０
人を継続します。 
 
基本施策① 子どもの学び・育ちの支援 
 第３次教育行政計画に基づき、様々な学びの場を提供し、子どもたちの育ちを支援します。また、
子どもたちが自ら行動し、様々な課題を解決する力（生き抜く力）を育むために、地域における活
動の場や挑戦する機会を充実します。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
113 感動体験機会の提供 児童生徒が、音楽、伝統芸能などの芸術文化活動に接

することができる機会を提供します。 
学校教育課 

114 中央図書館が取り組む子ど
も読書活動 

中央図書館は、豊富な図書資料と専門的な知識を活用
し、家庭、学校、地域において、子どもと本をつなぐ
読み聞かせや本の活用能力を身に付けるための支援な
ど、子ども読書活動に必要な事業の実施やボランティ
アなどへの支援を推進します。 

図書館管理課 

115 郷土学習推進事業 小· 中学生が実物資料に触れ、郷土の歴史や文化財を
学ぶ機会を作るため、学校と連携した学習プログラム
の開発や広報に取り組み、「郷土学習スクールサポー
ト」を推進します。 

文化財課 

128 生き抜く力を育む事業 市内小中学校に社会人等の外部講師を派遣し、児童・
生徒が多様な価値観に触れることで、主体的に自らの
キャリア形成を考えられる機会を提供します。 

次世代育成課 

124 中学生の主張発表大会 中学生が、学校・家庭や社会に対して、日頃、思って
いることや実践していることを発表し、社会性や自立
心を養える場とします。 

次世代育成課 

 
基本施策② 放課後児童クラブの充実 
 放課後における子どもの健全な育成を支援するため、放課後児童クラブの定員の拡大や支援員の
質の向上を図ります。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
116 放課後児童クラブ（放課後

児童健全育成事業）の実施 
放課後児童クラブの運営体制を整えながら児童クラブ
の質の向上を図り、原則小学校４年生までの就労家庭
の児童の生活の場を、学校施設を有効に活用し、確保
します。 

次世代育成課 

117 放課後児童クラブの委託に
よる運営の実施 

民間委託により運営している放課後児童クラブにおい
て、適切に事業者選定を実施しながら、安定した運営
と支援員の雇用を図ります。 

次世代育成課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
118 放課後児童クラブと居場所

づくり事業の安全・安心な
一体的運用または連携によ

る事業実施 

放課後児童クラブと居場所づくり事業について、安
全・安心な一体的運用または連携に向けて、両事業の

検討・実施を行います。 

次世代育成課 

119 
-1 

放課後児童施設の建替えの
実施 

老朽化した放課後児童施設の建替えを行い、安全・安
心な児童の生活の場を確保します。 

次世代育成課 

119 
-2 

情報通信技術の活用や簡素
化による放課後児童クラブ
事務の軽減 

放課後児童クラブの参加申込の申請手続きなど、情報
通信技術の活用や簡素化により、保護者等の事務手続
きの負担軽減及び効率化を図ります。 

次世代育成課 

 
 
施策目標（２）義務教育期後の青少年・若者育成、支援 

 地域社会の担い手として、高校生・大学生が成長するために、地域や社会との交流の機会や活動
のきっかけづくりを行います。 
 自立に困難を抱える若者が就労や社会参加などを行うため、関係機関との連携による包括的な体
制で自立に向けた支援を行います。 
 
基本施策① 青少年の社会参加の推進と主体性の育成 
 青少年の社会参加を推進し、ボランティア活動やまちづくり提案など、様々な体験・取組を通じ
て主体性が生まれるよう支援します。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
120 とよたものづくりフェスタ

の充実 
多くの子どもが、工作や実験を通して、ものづくりや
科学技術の楽しさ、おもしろさを体感するなど、創造
性を育む場とするとともに、ものづくり団体の情報共
有、交流の場とし、ものづくり文化の醸成を図ります。 

市民活躍支援課 

121 青少年ボランティア事業の
実施 

青少年（高校生以上）が、地域・社会とのつながりを
目的として、様々なボランティア活動の体験を通して、
自立心と思いやりの心を育むとともに、地域社会への
参画を考える機会と地域の大人とのつながりの機会を
提供します。青少年のボランティア意識を高める事業
を実施します。 

次世代育成課 

122 「子ども会議」の実施と、
地域における子どもの参加
機会の推進 

子どもにやさしいまちづくりに関して、市が子どもの
意見を聴く機会として「子ども会議」を開催します。
また、子ども会議の趣旨を地域でも広く展開できるよ
う、地域での子どもの参加機会の増加を地域で啓発し
ます。 

次世代育成課 

123 子どもシンポジウムの開催 市内の子ども同士が意見交換ができるよう子どもシン
ポジウムを実施し、子ども会議の提案に対する意見交
換や、その他市内の子どもたちが感じる意見を自由に
話せる機会を作ります。 

次世代育成課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
125 学生発⇒豊田市まちづくり

提案 
学生から豊田市のまちづくりに関する施策・事業の提
案を募集し、豊田市がより楽しく、魅力あるまちへ発
展するための提案を求めます。また、学生自身で提案
した事業を実施します。地域というフィールドで学生
は、さまざまな年代や考え方を持った地域の人の出会
いが、学生の成長につながります。 

次世代育成課 

126 ２０歳のつどいの内容検討 成年年齢が１８歳となる２０２２年度以降も「２０歳
のつどい」として、２０歳を対象に事業を開催してい
きます。また。「２０歳のつどい」のあり方についても
検討していきます。 

次世代育成課 

127 ソーシャルメディアの適切
な利用に向けた取組 

ソーシャルメディアの適切な利用に向けて、青少年健
全育成推進協議会や PTA 連絡協議会などの市民団体
と連携し、青少年向けの講演会や家庭向けの体験教室、
市民運動としての啓発活動などを展開します。 

次世代育成課 

129 青少年センター事業におる
青少年の育成支援者の養成 

青少年の相談や活動支援に対応できる身近な大人を養
成します。また、地域の大人や大学生がその役割を担
えるよう養成講座を開催します。 

次世代育成課 

130 総合野外センターにおける
青少年の育成支援者の養成 

大学生を野外活動の指導者として養成します。大学生
は、自然活動体験を通じて、子どもたちとともに遊び、
楽しみ、お互いに学び成長していきます。また、大学
生同士の交流の場として、支援者のネットワークづく
りを推進します。 

次世代育成課 

 
基本施策② 青少年の活動の場づくり 
 青少年センターや総合野外センターなどにおいて魅力ある事業を実施し、青少年の多様な活動の
場として活用できるよう支援します。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
131 総合野外センターの運営 野外活動の拠点施設として、こども園や小中学校、子

ども会などの青少年団体の野外体験学習の受入や活動
指導を通して、子どもの主体性・積極性を高める機会
と場を提供します。 

次世代育成課 

132 青少年センターの運営 小学生から働く若者までの活動場所を整備することに
より、青少年の自主活動を支援します。また、異世代
交流の場と居場所を提供します。 

次世代育成課 

133 青少年音楽３団体の運営 ジュニアマーチングバンド、少年少女合唱団、ジュニ
アオーケストラの少年少女音楽３団体の音楽活動を通
じて、青少年の豊かな情操を養い、円満なる人格を養
成します。 

文化振興課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
134 とよた出会いの場プロジェ

クト 
独身者を対象に、ウォークラリー、バーベキュー、交
流ゲームなどのイベントや活動を通して出会い、交流
できる活動を実施します。また、結婚したカップルは、
青少年センターを鋸歯会場として提供します。 

次世代育成課 

135 高校生・大学生の社会参加
活動促進事業 

青少年センターを拠点とし、高校生・大学生が、地域・
社会への参加を自主的に行うことができるよう活動を
促進します。 

次世代育成課 

 
基本施策③ 青少年の悩みへの対応と非行防止 
 青少年の非行防止に取り組み、悩みや不安を抱える青少年に対する相談支援を図ります。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
136-1 青少年補導体制の充実 不良行為少年の早期発見と早期補導及び青少年の非行

防止、健全育成のための巡回補導を充実します。 
青少年相談セン
ター 

136-2 更生保護活動の支援 犯罪や非行をした人の立ち直りと、犯罪や非行を予防
するため、保護司をはじめとする更生保護ボランティ
アを支援します。 

次世代育成課 

137 地域に根付く社会を明るく
する運動の開催支援 

社会を明るくする運動推進委員会を運営し、中央式典
の開催支援、及び地域におけるイベントの開催支援を
行います。 

次世代育成課 

138 再犯防止活動の支援 協力雇用主会への活動支援（会への補助金交付、新規
雇用主の開拓、講演活動の支援等） 

次世代育成課 

5 （再掲） 
とよた子どもの権利相談室
（子どもスマイルダイヤ
ル）の運営 

子どもの身近な悩みや権利侵害について、子ども自身
が気軽に相談できる窓口として、とよた子どもの権利
相談室の運営を行い、関係機関との連携のもと、子ど
もの救済、悩みの解決を図ります。 

とよた子どもの
権利相談室 

70 （再掲） 
親と子の電話相談「はあと
ラインとよた」 

子どもや保護者が抱える様々な悩みなどの相談に対応
します。臨床心理士との対話を通して、不安な気持ち
を和らげたり、適切な機関を紹介するなどして、社会
からの孤立を防ぎます。 

青少年相談セン
ター 

 
基本施策④ ニート・ひきこもりへの対応 
 ニートやひきこもり状態である人やその保護者に対し、若者サポートステーションなどにおいて、
就労や社会参加などが行えるよう、自立に向けた支援を行います。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
139 青少年の自立支援 社会生活への適応が難しく、家庭にこもりがちである

など、困難を抱える若者（１９歳まで）への継続的な
相談支援や自立支援を行います。 

青少年相談セン
ター 

140 若年者就労支援事業の実施 若年者に対して就職に必要な知識・スキルについてセ
ミナー等を実施し早期就労につなげるとともに、専門
知識を有するカウンセラーによるカウンセリングを行
い職業的自立支援を行います。 

ものづくり産業
振興課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
141 若者サポートステーション

の運営と支援 
ニート・ひきこもり等、自立に困難を抱える若者とそ
の家族を対象に、自立に向けた相談、就労などに向け
た学習・訓練、当事者や家族のグループ活動の支援な
ど、社会参加や就労に向けた支援を若者サポートステ
ーションで行います。また、総合相談窓口として、各
支援機関と連携します。 

次世代育成課 

142 若者支援地域協議会の開催 ニート・ひきこもり等困難を抱える若者の自立に向け
た支援を福祉や就労や教育など、様々な機関が連携し、
専門性を生かして、包括的な支援をします。また、担
当者レベルでの会議を開催し、顔の見える関係を築き、
連携強化をしていきます。 

次世代育成課 
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取組方針Ⅴ 地域ぐるみによる子育て社会の創造 

施策目標（１）ワーク・ライフ・バランスの推進 
 労働者の健康と生活に配慮するとともに、親が子育ての時間を確保できるよう、ワーク・ライフ・
バランスの理解と充実に取り組みます。 
 
基本施策① ワーク・ライフ・バランスの理解の推進 
 ワーク・ライフ・バランスに関する理解の促進に向けて、講座の開催、情報提供などを行います。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
143 女性及び男性応援講座及び

男女共同参画セミナー等の
開催 

男女共同参画社会を実現するため男女共同参画セミナ
ー、女性応援講座、男性応援講座など様々な講座を開
催し、市民の男女共同参画意識を高めます。 

とよた男女共同
参画センター 

144 男性の家事・育児・介護講
座等を通じた意識の向上 

日常生活の中で家事・育児・介護に参加することが少
ない男性が必要な知識と技術を身につけるとともに、
家事・育児・介護へのかかわり方を見直すことを目的
に、男性を対象とした講座を通じて家庭における男女
共同参画意識を高めます。 

とよた男女共同
参画センター 

 
基本施策② 企業の取組の推進 
 企業のワーク・ライフ・バランスの必要性や取組方法を企業へ啓発するとともに、取組を進める
企業に対する各種支援を行い、多様な働き方が可能な職場環境の実現を支援します。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
145 事業所における働き方改革

推進のためのアドバイザー
及び講師派遣の実施 

事業所における働き方改革を推進するために、従業員
の働き方の見直しや職場環境の改善、ダイバーシティ
の理解促進などについて、アドバイザー及び講師を派
遣します。 

ものづくり産業
振興課 

146 事業所における働き方改革
推進のための事業所訪問の
実施 

働き方改革の必要性や一般事業主行動計画の策定、育
児・介護休業制度、国・県の助成制度などについて情報
提供し、事業所ごとの特徴を踏まえた助言を行います。 

ものづくり産業
振興課 

147 働きやすく働きがいのある
職場環境づくりに取り組む
優良事業所に対する表彰制
度の実施 

働き方に関する優良な取組を行う事業所に対する表彰
を継続して実施し、さらなる周知、啓発を行います。 

ものづくり産業
振興課 
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施策目標（２）地域力を生かした家庭力の向上及び子どもの育成 
 放課後などにおける子どもの健全な育成を支援するため、地域と連携しながら子どもの居場所の
確保を進めます。 
 
基本施策① 親育ちの支援 
 親としての意識や能力が身に付く家庭教育支援の展開を図り、子育ての悩みを抱えるに対して、
地域ぐるみで子育てできる環境づくりを進めます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
148 家庭教育講座の開催 子育て家庭を対象に子どもとのかかわりやしつけなど

に関する講座をこども園、子育て支援センターなどに
おいて開催します。 

保育課 

149 家庭教育事業（家庭教育講
座・親育ち交流カフェ）の
開催支援 

子どもの発達状況にあった家庭環境づくりが進められ
るよう、主に小中学生の保護者を対象にした学習機会
を提供します。 
子どもとの関り方やしつけなどについて学ぶ講座や、
親同士が情報交換と子育てを振り返る機会として親育
ち交流カフェを開催します。 
また、子どもの権利の視点を取り入れた家庭教育の内
容での実施を検討・実施します。 

次世代育成課 

150 こども園での親の保育参加
事業の実施 

こども園で親が直接、保育参加することにより、子ど
もの特性及び発達への理解を深め、自分の子どもへの
かかわり方を見直す機会とします。ほかの子どもを同
時に保育することにより、子育てのヒントをつかむと
ともに、地域で子どもを育てる意識の醸成を図ります。 

保育課 

151 ブックスタート事業 赤ちゃんと絵本を開くひとときを分かち合い、親子で
絵本を楽しむきっかけをつくるため、健康診査会場で
親子 1 組ずつに読み聞かせを体験してもらい、絵本を
手渡し家庭での継続を図ります。 

図書館管理課 

152 家庭教育手帳「親ノート」
の活用 

小中学生の保護者に対し、子どもとのかかわり方のア
ドバイスや市の子育て支援策の情報を掲載し、子ども
の成長及び親育ちの経過を記録できる家庭教育手帳を
配布し、家庭教育力の向上を図ります。 

次世代育成課 

153 親ノートの再編集 現在の親ノートの内容を、より保護者に伝わりやすい
内容に再編します。特に子どもの権利の視点を取り入
れた内容を追加します。 

次世代育成課 

 
基本施策② 子育ての仲間づくりや情報共有の場の提供 
 子育ての悩みを抱える家族が孤立しないよう子育てについての情報交換、悩みや不安の解決につ
ながる相談などが親同士で行えるよう、仲間づくりや交流の機会を提供します。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
154 子育てサロン事業の実施 子育て家庭が家庭教育や子育てについて気軽に話し合

い、相談できる場を交流館に設置し、地域と家庭教育・
子育ての結びつきを深めます。 

保育課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
155 子どもや子育て家庭が楽し

むことができるイベントの
開催 

子育て総合支援センターや子どもつどいの広場におい
て、地域全体で子育ち・子育てを応援する気運を高め
るため、地域の各種団体や子育てサークルなどの協力
により、子どもや子育て家庭が楽しむことができるイ
ベントを年１回開催します。 

保育課 

156 地域子育て支援拠点事業の
実施 

子育て支援センターや子どもつどいの広場において、
子育て中の親子に対し、交流や相談の場の提供、子育
てサークルの育成支援、子育てに関する情報提供など
を実施します。 

保育課 

 
基本施策③ 世代間交流と地域力を生かした子育て支援活動の推進 
 地域における異世代の人たちとの交流を推進し、様々な主体が子育てにかかわり、社会全体で子
育て支援活動を推進します。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
157 青少年健全育成推進協議会

活動への支援 
地域における青少年の健全育成の活発化を目指し、青
少年健全育成推進協議会の活動を支援します。 

次世代育成課 

158 子ども会活動への支援 子どもたちが子ども会活動を通じて、自主性と主体性
を育みながら地域で活動できるよう、子ども会活動に
係る費用の一部を助成するとともに、行事などにレク
リエーション指導者を派遣し、運営を支援します。ま
た、さらに活発な活動を促すための方策を検討します。 

次世代育成課 

159 ジュニアクラブ活動への支
援 

中学生が地域で大人たちと交流しながら、ボランティ
アなど、地域で活発に活動できるよう、その費用の一
部を助成するとともに、ジュニアクラブの指導者を対
象に研修会を開催します。さらに活発な活動を促すた
め、青少年健全育成推進協議会とともに、その方策を
検討します。 

次世代育成課 

160 青少年育成団体の活動支援 市子ども会連絡協議会やボーイスカウト、ガールスカ
ウト、豊田てらこやなど、青少年育成を目的とした団
体に対し、運営補助金や青少年育成団体の活動拠点と
なるための環境整備、団体間の情報共有（連絡会の開
催）などの運営の支援を行います。 

次世代育成課 

161 市子連、市Ｐ連の活動支援 市内各地で青少年育成活動を行っている単位子ども会
や単位ＰＴＡの上位団体である市子連、市Ｐ連との連
携を図り、今後の地区活動の在り方について協議を図
る。 

次世代育成課 

162 母子保健推進員・おめでと
う訪問員の養成 

妊娠、出産、子育てなどに不安や悩みをもつ母親の身
近な相談員として、母子保健推進員・おめでとう訪問
員を養成します。 

子ども家庭課 

163 地域における放課後の子ど
もの居場所づくり 

すべての小学生を対象とした放課後の居場所づくりの
ため、「地域子どもの居場所づくり事業」の実施地区の
拡大並びに、学校支援地域本部や NPO などによる展
開など、地域の実情に即した子どもの居場所づくりを
進めます。 

次世代育成課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
164 ファミリー・サポート・セ

ンター事業の実施 
仕事と子育ての両立を支援するため、保育などの援助
を受けたい者と援助を行いたい者を組織化し、相互援
助活動を行うファミリー・サポート・センター事業を
実施します。 

保育課 

165 主任児童委員活動の支援の
実施 

地域の実情を把握し、子育てに関する相談に応じると
ともに、関係機関と連携しながら支援を行い、地域に
おける児童福祉の増進を図ります。 

子ども家庭課 

166 ファミリー・サービス・ク
ラブ事業の支援 

近隣地域の会員同士で家庭内の仕事を有料で援助し合
う「相互援助活動」を行う組織である豊田市ファミリ
ー・サービス・クラブの事業を支援します。 

とよた男女共同
参画センター 

167 プレーパークの開催 鞍ケ池公園に隣接する里山エリアにおいて、子どもた
ちが自然の中で自由に遊べるよう、運営知識をもった
団体によりプレーパークを開催します。 

鞍ケ池公園 

168 子ども食堂支援事業 子ども食堂の立上げや運営に対し、相談対応、運営支
援などの取組を一体的に実施する。 

福祉総合相談課 

169 不登校児童生徒の学校以外
の居場所づくり事業 

不登校児童生徒の学校以外の居場所の立上げや運営に
対し、相談対応、運営支援などの取組を一体的に実施
する。 

福祉総合相談課 

170 特色ある学校づくり推進事
業 

地域に開かれ地域に愛される学校となるよう、地域の
文化や芸術に関わる活動・交流や、勤労生産に関わる
活動等を学校独自に展開します。 

学校教育課 

171 地域学校共働本部事業 地域と学校が連携・共働し、地域全体で児童生徒の成
長を支える体制づくりを推進します。 

学校教育課 

172 コミュニティ・スクール推
進事業 

中学校区の単位で、めざす子ども像や９年間を見通し
た教育活動を共有し、学校間の連携及び地域ぐるみに
よる教育を効果的に実施するコミュニティ・スクール
を推進します。 

学校教育課 

173 こども園における地域活動
事業の実施 

こども園の有する専門的機能を地域住民のために活用
するため、地域の子育て家庭に対する育児講座の開催、
世代間のふれあい活動、異年齢児交流の実施など、地
域のニーズに応じた幅広い活動に取り組みます。 

保育課 
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重点事業群 

子どもの権利啓発の推進 
 子ども、育ち学ぶ施設、保護者、市民、事業者への子どもの権利啓発と教育を行います。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
1 子どもの権利啓発事業 子どもの権利について理解を深める機会として、中学

校で、教員向け研修、全校講演会、子どもの権利の授
業を行います。 

次世代育成課 

2 子どもに関わる団体や大人
への子どもの権利啓発研修 

育ち学ぶ施設（学校教育施設、社会教育施設、児童福
祉施設など）及び、地域で子どもに関するボランティ
ア活動の団体における大人に対し、子どもの権利啓発
や研修の機会を設けます。 

次世代育成課 

3 保護者に向けの子どもの権
利に関する情報発信・啓発 

幼児・児童・生徒の保護者向けに、子どもの権利に関
する内容を取り入れて再編した親ノートの配付と親育
ち交流カフェの実施を行います。 

次世代育成課 

4 子どもの権利学習プログラ
ムの実施 

市が独自に作成した子どもの権利学習プログラム（幼
児版、小学生版（低学年、中学年、高学年）、中学生版、
保護者版）を実施します。幼児には園と家庭で連携し
ながら、児童生徒には道徳の授業などで実施すること
で、子どもの自己肯定意識の向上、自他の権利の正し
い理解を促進します。 

次世代育成課 

148 家庭教育講座の開催 子育て家庭を対象に子どもとのかかわりやしつけなど
に関する講座をこども園、子育て支援センターなどに
おいて開催します。 

保育課 

149 家庭教育事業（家庭教育講
座・親育ち交流カフェ）の
開催支援 

子どもの発達状況にあった家庭環境づくりが進められ
るよう、主に小中学生の保護者を対象にした学習機会
を提供します。 
子どもとの関り方やしつけなどについて学ぶ講座や、
親同士が情報交換と子育てを振り返る機会として親育
ち交流カフェを開催します。 
また、子どもの権利の視点を取り入れた家庭教育の内
容での実施を検討・実施します。 

次世代育成課 

152 家庭教育手帳「親ノート」
の活用 

小中学生の保護者に対し、子どもとのかかわり方のア
ドバイスや市の子育て支援策の情報を掲載し、子ども
の成長及び親育ちの経過を記録できる家庭教育手帳を
配布し、家庭教育力の向上を図ります。 

次世代育成課 

 
 
子どもの孤困きゅうさいプログラム 

 孤立や困りごとを抱える子どもたちに寄り添った適切な支援や行政や地域の大人が共働でつな
がる支援ネットワークを構築します。 
詳しくは、第５章に掲載してあります。 
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ＩＣＴを活用した子育て支援サービスの充実 

 多様なニーズに対応する育ち学ぶ施設で、ICT（AI、RPA等）を活用した事務効率の向上と幼児
教育・保育の質の向上を行います。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
100 保育士の確保と働きやすい

環境の整備 
大学等との連携や採用手法の見直しなどにより、必要な
保育士を確保します。また、情報通信技術の活用や事務
員の配置などにより事務負担を軽減することで、保育士
が保育に専念できる働きやすい環境を整備します。 

保育課 

119 
-2 

情報通信技術の活用や簡素
化による放課後児童クラブ
事務の軽減 

放課後児童クラブの参加申込の申請手続きなど、情報
通信技術の活用や簡素化により、保護者等の事務手続
きの負担軽減及び効率化を図ります。 

次世代育成課 

 
 
虐待防止対策の強化 

 関係機関との連携及び支援体制の強化を図り、児童虐待の発生予防から早期発見・早期対応が行
われるよう、児童虐待防止策を進めます。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
8 子ども総合支援拠点（家庭

児童相談室）における児童
虐待への早期対応及び子育
て相談・支援の実施 

児童虐待通告に対し必要な調査等を迅速に実施し、48
時間以内の児童の安全確認を行うとともに、児童相談
所・警察と連携して適切な対応を行います。 
また、関係部署、関係機関との連携により市民に寄り
添った相談支援を行うことで、児童虐待等の発生予防
に努めます。 

子ども家庭課 

9 子ども総合支援拠点（家庭
児童相談室）における相談
支援体制の充実 

児童虐待への迅速かつ的確な対応を行うため、専門的
な知識を持つ人材の確保に努めるほか、職員体制の充
実を図ります。 

子ども家庭課 

10 要保護児童・ＤＶ対策協議
会参加機関の連携による要
保護児童等の早期発見早期
対応及び適切なケース進捗
管理の実施 

要保護児童・要支援児童及び特定妊婦の早期発見と適
切な支援を行うため、要保護児童・ＤＶ対策協議会の
関係機関が連携し、必要な情報交換を行うとともに、
要保護児童等に対する支援を行い適切な支援が行われ
るようにします。 

子ども家庭課 

11 DV 相談に関する情報など
を掲載したリーフレットの
設置 

DV 相談窓口の情報やチェック項目などを掲載したリ
ーフレットを市内公共施設や病院、大型店などに協力
を依頼し、設置します。 

とよた男女共同
参画センター 

12 養育支援訪問事業の実施 児童の養育について支援が必要でありながら、積極的
に自ら支援を求めることが困難な家庭に対し、過重な
負担がかかる前に、ヘルパーなどの専門職員を派遣し、
家庭内での養育に関する援助支援を行います。 
また、支援が必要な家庭を、委託保健師・助産師が訪
問し、個々の状況に応じて専門的・具体的な育児に関
する相談・指導支援を行います。 

子ども家庭課 
地域保健課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
13 児童虐待防止のための啓発

事業の実施 
各種団体への講師派遣、出前講座等を通じ、児童虐待
に関する市民の理解を深め、児童虐待の早期発見、早
期対応に向けた啓発を行います。 

子ども家庭課 

14 児童虐待防止教育の実施 子どもへの虐待を防ぐために、子ども自身が具体的な
対応方法を学ぶとともに、保護者、こども園・学校関
係者などが、子どもへの虐待についての知識をもち、
信頼できる大人としての適切な対応について学ぶため
の児童虐待防止教育（CAP プログラムによるワークシ
ョップ）を実施します。 

子ども家庭課 

 
 
待機児童対策 

 保育士の確保策と保育士の働き方改革の実施などにより受け皿を拡大し、待機児童の解消を目指
します。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
98 こども園などでの定員拡大 官民連携した取組などにより０～２歳児の定員拡大を

進めます。 
①幼稚園認可こども園の保育所認可化 
②私立こども園との連携による分園整備 
③企業主導型保育事業の活用促進 
④豊田市認証保育所制度の活用促進 

保育課 

99 保育ママ事業 こども園の空き教室で、市が認定した保育ママにより、
入園を待機となった０～２歳児の保育を実施します。 

保育課 

100 保育士の確保と働きやすい
環境の整備 

大学等との連携や採用手法の見直しなどにより、必要な
保育士を確保します。また、情報通信技術の活用や事務
員の配置などにより事務負担を軽減することで、保育士
が保育に専念できる働きやすい環境を整備します。 

保育課 

105 公立こども園の園舎の整備 公共施設等総合管理計画などに基づき、園舎の改築や
計画的な修繕などを実施し、幼児教育・保育環境の維
持・向上を図ります。また、改築に合わせ、受入定員
の拡大を図ります。 

保育課 
建築予防保全課 

107 私立園に対する施設整備費
補助 

私立こども園、私立幼稚園、私立幼保連携型認定こど
も園の改築、空調整備、防犯カメラ設置、修繕などの
施設整備に係る費用を助成し、幼児教育・保育環境の
維持・向上を図ります。また、改築に合わせ、受入定
員の拡大を図ります。 

保育課 
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義務教育期後の社会参加活動の促進 
 若者の自立や成長を促すほか、地域や社会でその意欲や能力を発揮できる環境づくりを行います。 
 

No 事業名 事業内容 担当課 
121 青少年ボランティア事業の

実施 
青少年（高校生以上）が、地域・社会とのつながりを
目的として、様々なボランティア活動の体験を通して、
自立心と思いやりの心を育むとともに、地域社会への
参画を考える機会と地域の大人とのつながりの機会を
提供します。青少年のボランティア意識を高める事業
を実施します。 

次世代育成課 

125 学生発⇒豊田市まちづくり
提案 

学生から豊田市のまちづくりに関する施策・事業の提
案を募集し、豊田市がより楽しく、魅力あるまちへ発
展するための提案を求めます。また、学生自身で提案
した事業を実施します。地域というフィールドで学生
は、さまざまな年代や考え方を持った地域の人の出会
いが、学生の成長につながります。 

次世代育成課 

126 ２０歳のつどいの内容検討 成年年齢が１８歳となる２０２２年度以降も「２０歳
のつどい」として、２０歳を対象に事業を開催してい
きます。また。「２０歳のつどい」のあり方についても
検討していきます。 

次世代育成課 

135 高校生・大学生の社会参加
活動促進事業 

青少年センターを拠点とし、高校生・大学生が、地域・
社会への参加を自主的に行うことができるよう活動を
促進します。 

次世代育成課 

141 若者サポートステーション
の運営と支援 

ニート・ひきこもり等、自立に困難を抱える若者とそ
の家族を対象に、自立に向けた相談、就労などに向け
た学習・訓練、当事者や家族のグループ活動の支援な
ど、社会参加や就労に向けた支援を若者サポートステ
ーションで行います。また、総合相談窓口として、各
支援機関と連携します。 

次世代育成課 

 
少子化への対応 

 未婚の若者、子育て世代、シニア世代など対象を幅広く捉え、子育ての負担のシェアなど出生数
の増加に向けて取り組みます。 
 
No 事業名 事業内容 担当課 
18 子育て世代包括支援センタ

ーによる利用者支援事業の
実施 

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に
関する様々な悩みなどに円滑に対応するため、ママサ
ポーターが専門的な見地から相談支援等を実施すると
ともに、必要な支援の調整や関係機関との連絡調整を
行い、妊産婦や乳幼児等に対して切れ目のない支援を
提供します。 

子ども家庭課 
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No 事業名 事業内容 担当課 
22 子育て世帯に対する育児負

担軽減のための支援の実施 
産前産後におけるヘルパーの派遣や、保護者のレスパ
イトのための子どもの一時的な預かり（ショートステ
イ）を行い、親族等からの支援が受けにくい世帯の子
育てを支援します。 
①産前産後支援事業 
②子育て短期支援事業 

子ども家庭課 

97 定住促進プロモーション 
「ファースト暮らすとよた」 

家族形成期世代を主な対象に、豊田市の魅力や住まい
に関する支援・制度等の情報を発信し、豊田市への定
住を促進する。 

定住促進課 

134 とよた出会いの場プロジェ
クト 

独身者を対象に、ウォークラリー、バーベキュー、交
流ゲームなどのイベントや活動を通して出会い、交流
できる活動を実施します。また、結婚したカップルは、
青少年センターを鋸歯会場として提供します。 

次世代育成課 

144 男性の家事・育児・介護講
座等を通じた意識の向上 

日常生活の中で家事・育児・介護に参加することが少
ない男性が必要な知識と技術を身につけるとともに、
家事・育児・介護へのかかわり方を見直すことを目的
に、男性を対象とした講座を通じて家庭における男女
共同参画意識を高めます。 

とよた男女共同
参画センター 

146 事業所における働き方改革
推進のための事業所訪問の
実施 

働き方改革の必要性や一般事業主行動計画の策定、育
児・介護休業制度、国・県の助成制度などについて情報
提供し、事業所ごとの特徴を踏まえた助言を行います。 

ものづくり産業
振興課 

156 地域子育て支援拠点事業の
実施 

子育て支援センターや子どもつどいの広場において、
子育て中の親子に対し、交流や相談の場の提供、子育
てサークルの育成支援、子育てに関する情報提供など
を実施します。 

保育課 

164 ファミリー・サポート・セ
ンター事業の実施 

仕事と子育ての両立を支援するため、保育などの援助
を受けたい者と援助を行いたい者を組織化し、相互援
助活動を行うファミリー・サポート・センター事業を
実施します。 

保育課 

166 ファミリー・サービス・ク
ラブ事業の支援 

近隣地域の会員同士で家庭内の仕事を有料で援助し合
う「相互援助活動」を行う組織である豊田市ファミリ
ー・サービス・クラブの事業を支援します。 

とよた男女共同
参画センター 
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     第５章 
     子どもの貧困対策 
 
 

 第５章では、本市が子どもの貧困対策に取り組む背
景とその基本的な考え方を整理しています。 
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１．子どもの貧困対策の背景 

 現在、わが国の子どもの貧困の状況は、先進国の中でも厳しい状況にあります。子どもの相対的
貧困率は、OECD加盟国の中でも最悪の水準にあり、7人に 1人の子どもが貧困状態にあるといわ
れています。また、生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率も全体として低い水準にとどまって
います。 
 こうした貧困家庭に生まれた子どもは、医療や食事、学習、進学等の様々な場面で不利な状況に
おかれ、将来も貧困から抜け出せない、いわゆる貧困の連鎖が起きていることも明らかになってき
ました。 
 このような背景から、2014 年 1 月、子
どもの将来がその生まれ育った環境によっ
て左右されることのないよう、貧困の状況
にある子どもが健やかに育成される環境を
整備するとともに、教育の機会均等を図る
ため、子どもの貧困対策を総合的に推進す
ることを目的として、「子どもの貧困対策の
推進に関する法律」（以下「子どもの貧困対
策法」という。）が施行されました。 
 
 

２．豊田市における現状と課題 

（１）相対的貧困率はあまり高くない 
豊田市の相対的貧困率５．４％で、全国・愛知県に比べて低くなっています。豊田市内の貧困

状態にある子どもを推計しますと、約４，０００人と推計されます。 
このような現状から、貧困状況にある子どもが存在しているにもかかわらず、身近な問題とし

て捉えられえず、支援の必要な子どもに支援の手が届いていない可能性があります。また、この
貧困状況にある家庭において、児童虐待など深刻な問題が起こる可能性も考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）児童虐待数の増加 
児童虐待件数は、全国的にも増加しており、豊田市でも高止まりの状況です。 
児童虐待につながると思われる家庭・家族の状況には、「虐待者の心身の不安定」「経済的な困難」

「ひとり親家庭」「不安定な就労」など、複合的な困難が存在しています。 
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全国 愛知 豊田市 出典：愛知こども調査（Ｈ28） 
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（３）ひとり親世帯の増加 

豊田市において、ひとり親世帯は増加しています。 
ひとり親世帯には、パートやアルバイトの非正規雇用の割合が４３．８％と高く、就労が不安

定で経済的な困難に陥りやすい状況です。また、家事・育児も１人で行うため、精神的負担感を
感じやすく、児童虐待など深刻な問題が起こる可能性も考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）大人との関わりが子どもの自己肯定感を高めている 

子どもにとって大人との会話量が多いと、子どもの自己肯定感が高い傾向があります。 
家庭での会話、学校での教育、地域での多様な活動など、様々な大人との交流の中で話を聞い

てくれたり、評価してくれることで、子ども自身の自己肯定感が高まります。 
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３．豊田市版「子どもの貧困対策」の基本的な考え方 

本市では、貧困を経済的貧困にとどまらない幅広い視点で捉え、「子どもの権利の保障」の観点
から対策を推進します。 
子どもは一人ひとりがかけがえのない存在です。子どもの権利が保障された社会となるために、

経済的な問題だけでなく、様々な環境にあるすべての子どもに寄り添い向き合うことが必要です。
そのために、孤立や困りごとを抱える子どもたちを大人や地域が助ける仕組みを構築します。 
 
【目指す姿】 
 
 
 
 
 
 
 
 
【方向性】 

「子どもの貧困対策」から、子どもたちに寄り添った 
「子どもの孤困・救済対策」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

子どもの自己肯定感の向上 
地域支援力の向上 
深刻な困難を抱える家庭への適切な支援 
貧困の連鎖の解消 

 

子どもの権利が保障され 
子どもたちが幸せに暮らすることのできる社会 
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４．子どもの孤困きゅうさいプログラム 

1 子どもの権利保障 
 子ども自身の権利を学ぶことと、また子どもたちを取り巻くすべての大人に子どもの権利を啓発
し理解を深めることで、子どもが「自分は大切にされてよい存在だ」と気づき、子どもたちが自分
らしく生き、豊かに育つことのできる地域になります。子どもたち寄り添った環境の中で、子ども
たちの自己肯定感を育んでいきます。 
 

No 事業名 施策 No 
1 子どもの権利啓発事業 1 
2 子どもの権利学習プログラムの実施 4 
3 子どもに関わる団体や大人への子どもの権利啓発 2 
4 保護者向けに”豊田流子育て”の考え方や支援情報の提供 3 
5 「人権を考える集い」の開催 6 
6 「人権移動教室」の開催 7 
7 児童虐待防止のための啓発事業の実施 13 
8 とよた子どもの権利相談室の運営 5 

 
 
２ 共働でつながる支援のネットワーク 

 庁内での連携を図るとともに、各地域におけるコミュニティと連携・共働し、必要な支援へつな
げる仕組みを構築します。 
 

No 事業名 施策 No 
1 豊田市母子保健・医療・福祉ネットワーク会議の開催 23 
2 子ども食堂支援事業 168 
3 総合相談窓口運営事業 73 
4 青少年健全育成推進協議会活動への支援 157 
5 子ども会活動への支援 158 
6 ジュニアクラブ活動への支援 159 
7 市子連、市Ｐ連の活動支援 161 
8 主任児童委員活動の支援の実施 165 
9 子ども総合支援拠点（家庭児童相談室）における児童虐待への早期対応及び子育て相談・

支援の実施 
8 

10 子ども総合支援拠点（家庭児童相談室）における相談支援体制の充実 9 
11 要保護児童・ＤＶ対策協議会参加機関の連携による要保護児童等の早期発見早期対応及

び適切なケース進捗管理の実施 
10 

12 養育支援訪問事業の実施 12 
13 子育て世代包括支援センターによる利用者支援事業の実施 18 
14 子育て世帯に対する育児負担軽減のための支援の実施 22 
15 豊田市母子保健・医療・福祉ネットワーク会議の開催 23 
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３ 教育の支援 
 家庭環境に左右されず、子どもたちの学力の保障と教育の機会の均等化を図るべく、学習支援や
高校、大学等進学への経済的支援、幼児教育無償化の推進を行います。 
 

No 事業名 施策 No 
1 スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの派遣 71 
2 いじめ防止に向けた児童生徒の主体的な取組の推進 15 
3 適応指導教室の活動内容の充実 16 
4 就学支援事業 65 
5 子どもの学習・生活支援事業 66 
6 親と子の電話相談「はあとラインとよた」 70 
7 保育料の軽減 79 
8 奨学金の支給 83 
9 私立高等学校授業料の補助 84 
10 こども園の給食費の軽減 80 
11 小・中学校の就学援助 81 
12 感動体験機会の提供 113 
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４ 生活の支援 
 貧困状況にある子どもや家庭が社会的孤立に陥ることがないよう相談機関や社会参加の機会の
充実を図ります。 
 

No 事業名 施策 No 
1 こども園での定員拡大 98 
2 保育ママ事業 99 
3 一時保育（一時預かり事業）の実施 101 
4 延長保育（時間外保育事業）の充実 102 
5 休日保育の実施 103 
6 病児保育事業 104 
7 放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）の実施 116 
8 母子・父子家庭に対する市営住宅の家賃軽減 75 
9 家族形成期支援住戸の整備 96 
10 妊産婦健康診査の実施 19 
11 妊娠中の健康教室（パパママ教室）の実施 20 
12 子育て世帯に対する育児負担軽減のための支援の実施 22 
13 産後ケア事業の実施 21 
14 おめでとう訪問（乳児家庭全戸訪問事業）の実施 24 
15 乳児健康診査の実施 34 
16 ３、４か月児健康診査の実施 35 
17 １歳６か月児健康診査の実施 36 
18 ３歳児健康診査の実施 37 
19 乳児期の教室（ベビークラス）の実施 41 
20 ふれあい子育て教室の実施 43 
21 ひとり親家庭に対する子育て支援の実施 49 
22 ひとり親相談（ 母子・父子自立支援員事業）の実施 51 
23 生活困窮者自立支援事業 67 
24 育児健康相談の実施 69 
25 「とよた急病・子育てコール 24」事業の実施 72 
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５ 保護者の就労･経済的支援 
 生活の基盤を安定的に確保するため、保護者の就労を支援します。また、手当ての支給のほか、
各種負担の軽減を図り、最低限の経済基盤や生活の場が保たれるよう支援を行います。 
 

No 事業名 施策 No 
1 ひとり親家庭の親の資格取得等支援の実施 48 
2 母子家庭等就業支援事業の実施 50 
3 子育て世帯等に対する児童手当の適切な支給の実施 76 
4 ひとり親家庭等に対する手当の適切な支給の実施 77 
5 ひとり親家庭等に対する福祉資金の貸付の実施 78 
6 子ども医療助成 83 
7 母子・父子家庭医療助成 84 
8 放課後児童クラブ利用者負担金の軽減 88 
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     第６章 
     子ども・子育て 
     支援事業計画 
 
 

 第６章では、子ども･子育て支援新制度の説明と、本
市における教育･保育提供区域の考え方、教育･保育及
び地域子ども･子育て支援事業の量の見込みと確保の
内容を記載しています。 
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１．子ども・子育て支援新制度について 

 子ども・子育て支援新制度では、以下の子ども・子育てに係るサービス・事業を提供することと
しています。 
 
① 子育て支援の給付と事業の全体像 
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② 認定区分 
 子ども・子育て支援新制度において、保護者が子どものための教育・保育給付（施設型給付及び
地域型保育給付）を受けるには、その子どもの保育の必要性について、国の定める客観的な基準に
基づいた市町村の認定を受ける必要があります。認定区分は次の３区分です。 
 
 
 
 
 
 
 
③ 量の見込みの算出の流れ 
 国の方針では、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況及び潜在的な利用希望を把握した上で、
2020 年度からの５年間における「教育・保育」と「地域子ども・子育て支援事業」の量の見込み
を定めるとともに、その提供体制の確保の内容、実施時期などを盛り込むこととされています。 
 本市では、2018 年度に実施した意向調査をもとに、事業の利用実績や現在の供給体制、今後の
動向などを踏まえ、量の見込みを設定しました。 
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④ 年齢区分別児童人口推計 
 量の見込み及び確保の内容の算定の基礎となる 2020～2024 年度までの人口推計は、2014～
2018 年（各年 10 月 1 日）の住民基本台帳及び外国人登録人口をもとに、コーホート変化率法に
より算出しました。 
 

年齢 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 
０歳 3,465 3,415 3,418 3,383 3,374 
１歳 3,533 3,479 3,426 3,426 3,390 
２歳 3,571 3,495 3,441 3,386 3,382 
３歳 3,604 3,539 3,466 3,411 3,355 
４歳 3,717 3,586 3,519 3,446 3,391 
５歳 3,876 3,714 3,588 3,519 3,446 
６歳 3,714 3,839 3,679 3,558 3,483 
７歳 3,889 3,707 3,832 3,670 3,549 
８歳 3,936 3,876 3,697 3,820 3,660 
９歳 3,989 3,935 3,876 3,697 3,820 
10歳 3,996 3,978 3,923 3,865 3,688 
11歳 4,122 4,004 3,985 3,933 3,873 
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２．教育・保育提供区域について 

 国では、地理的条件、人口、交通事情等を総合的に勘案し、地域の実情に応じて、保護者や子ど
もが居宅より容易に移動することができる可能な区域（以下、「教育・保育提供区域」という。）を
定め、教育・保育提供区域内での需給計画を立てることとしています。 
 こども園及び私立幼稚園に通園している児童の居住地と通園先の関連性を分析したところ、細分
化された中学校区単位の区域では、こども園（０～２歳児）、私立幼稚園に通園している児童が居
住区域内の園に通っている割合は低くなっており、分布状況にばらつきがみられることから、非効
率な施設整備が必要となるおそれがあります。 
 一方で、支所単位の区域は、こども園、私立幼稚園とも、居住区域と利用園のバランスが比較的
整っており、居住区域内の園に通っている割合も高くなっているため、中学校区単位と比較し、よ
り実態に合った区域設定であるといえます。また、合併地区については、児童数が少ないことから、
より広範囲で区域を設定するという考え方もできるものの、各区域の面積が広域であることや、合
併の経緯を踏まえた社会的条件等を考慮すると、合併前の町村を１つの区域と捉えることが適切で
す。 
 これらのことから、本計画においては、特に増大が見込まれる０～２歳児の保育需要へ対応する
ため、本市の教育・保育提供区域は支所単位である 12区域とします。 
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 教育・保育の提供については、12 区域ごとに量の見込み及び確保の内容を設定します。また、
地域子ども・子育て支援事業のうち、放課後児童クラブを除く事業については、事業の性質を考慮
し、市全域での量の見込み及び確保の内容を設定します。 
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３．教育・保育の量の見込みと確保の内容 

(1) 3～5歳児（1･2号認定子ども） 
① 確保の方針 
・３～５歳児は、少子化の進行に伴い園児数が減少するため、現行の施設で充足します。 
 
 
② 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人 

 2018年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 4,923 3,913 3,787 3,694 3,625 3,560 
Ｂ ２号 5,228 7,049 6,824 6,656 6,533 6,417 
合計 10,151 10,963 10,611 10,350 10,158 9,977 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 1,840 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 
こども園（保） 1,813 1,429 1,377 1,377 1,377 1,377 
私立幼稚園（私学助成） 1,860 1,430 1,280 1,280 1,280 1,280 
私立幼稚園（施設型給付） 180 410 560 560 560 560 
幼保連携型認定こども園 1,492 1,867 1,927 1,927 1,927 1,927 
Ｃ 合計 7,185 6,626 6,634 6,634 6,634 6,634 
充足数（Ｃ-Ａ） 2,262 2,713 2,848 2,941 3,009 3,073 

２
号 

こども園（保） 6,761 6,270 6,157 6,157 6,157 6,157 
幼保連携型認定こども園 614 1,612 1,786 1,786 1,786 1,786 
Ｄ 合計 7,375 7,882 7,943 7,943 7,943 7,943 
充足数（Ｄ-Ｂ） 2,147 831 1,118 1,288 1,411 1,526 

合計（Ｃ+Ｄ） 14,560 14,508 14,577 14,577 14,577 14,577 
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③ 区域別量の見込みと確保の内容 
単位：人 

 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

拳
母 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 1,364 1,308 1,252 1,250 1,245 
Ｂ ２号 2,457 2,356 2,255 2,252 2,245 
合計 3,821 3,664 3,507 3,502 3,490 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 980 980 980 980 980 
こども園（保） 0 0 0 0 0 
私立幼稚園（私学助成） 820 670 670 670 670 
私立幼稚園（施設型給付） 0 150 150 150 150 
幼保連携型認定こども園 714 714 714 714 714 
Ｃ 合計 2,514 2,514 2,514 2,514 2,514 
充足数（Ｃ-Ａ） 1,150 1,206 1,262 1,264 1,269 

２
号 

こども園（保） 1,948 1,948 1,948 1,948 1,948 
幼保連携型認定こども園 460 460 460 460 460 
Ｄ 合計 2,408 2,408 2,408 2,408 2,408 
充足数（Ｄ-Ｂ） -49 51 153 156 163 

合計（Ｃ+Ｄ） 4,922 4,922 4,922 4,922 4,922 
 

単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

高
橋 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 525 510 506 488 469 
Ｂ ２号 945 919 912 879 845 
合計 1,470 1,429 1,418 1,367 1,314 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 350 350 350 350 350 
こども園（保） 247  247  247  247  247  
私立幼稚園（私学助成） 410  410  410  410  410  
私立幼稚園（施設型給付） 0 0 0 0 0 
幼保連携型認定こども園 280  280  280  280  280  
Ｃ 合計 1,287  1,287  1,287  1,287  1,287  
充足数（Ｃ-Ａ） 762  777  781  799  818  

２
号 

こども園（保） 814  814  814  814  814  
幼保連携型認定こども園 110  110  110  110  110  
Ｄ 合計 924  924  924  924  924  
充足数（Ｄ-Ｂ） -21  5  12  45  79  

合計（Ｃ+Ｄ） 2,211  2,211  2,211  2,211  2,211  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

上
郷 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 411 397 381 365 360 
Ｂ ２号 741 716 687 657 649 
合計 1,152 1,113 1,068 1,022 1,009 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 0 0 0 0 0 
こども園（保） 231 179 179 179 179 
私立幼稚園（私学助成） 0 0 0 0 0 
私立幼稚園（施設型給付） 0 0 0 0 0 
幼保連携型認定こども園 298 358 358 358 358 
Ｃ 合計 529 537 537 537 537 
充足数（Ｃ-Ａ） 118 140 156 172 177 

２
号 

こども園（保） 631 488 488 488 488 
幼保連携型認定こども園 345 519 519 519 519 
Ｄ 合計 976 1,007 1,007 1,007 1,007 
充足数（Ｄ-Ｂ） 235 291 320 350 358 

合計（Ｃ+Ｄ） 1,505 1,544 1,544 1,544 1,544 
 

単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

高
岡 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 708 697 684 680 663 
Ｂ ２号 1,276 1,256 1,233 1,226 1,195 
合計 1,984 1,953 1,917 1,906 1,858 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 0 0 0 0 0 
こども園（保） 274  274  274  274  274  
私立幼稚園（私学助成） 200  200  200  200  200  
私立幼稚園（施設型給付） 90  90  90  90  90  
幼保連携型認定こども園 170  170  170  170  170  
Ｃ 合計 734  734  734  734  734  
充足数（Ｃ-Ａ） 26  37  50  54  71  

２
号 

こども園（保） 905  905  905  905  905  
幼保連携型認定こども園 405  405  405  405  405  
Ｄ 合計 1,310  1,310  1,310  1,310  1,310  
充足数（Ｄ-Ｂ） 34  54  77  84  115  

合計（Ｃ+Ｄ） 2,044  2,044  2,044  2,044  2,044  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

猿
投 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 539 520 514 506 496 
Ｂ ２号 971 937 926 911 895 
合計 1,510 1,457 1,440 1,417 1,391 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 0  0  0  0  0  
こども園（保） 243  243  243  243  243  
私立幼稚園（私学助成） 0  0  0  0  0  
私立幼稚園（施設型給付） 180  180  180  180  180  
幼保連携型認定こども園 315  315  315  315  315  
Ｃ 合計 738  738  738  738  738  
充足数（Ｃ-Ａ） 199  218  224  232  241  

２
号 

こども園（保） 800  800  800  800  800  
幼保連携型認定こども園 242  242  242  242  242  
Ｄ 合計 1,042  1,042  1,042  1,042  1,042  
充足数（Ｄ-Ｂ） 71  105  116  131  147  

合計（Ｃ+Ｄ） 1,780  1,780  1,780  1,780  1,780  
 

単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

松
平 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 78 72 71 65 63 
Ｂ ２号 140 130 128 118 113 
合計 218 202 199 183 176 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 0  0  0  0  0  
こども園（保） 55  55  55  55  55  
私立幼稚園（私学助成） 0  0  0  0  0  
私立幼稚園（施設型給付） 60  60  60  60  60  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 115  115  115  115  115  
充足数（Ｃ-Ａ） 37  43  44  50  52  

２
号 

こども園（保） 150  150  150  150  150  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 150  150  150  150  150  
充足数（Ｄ-Ｂ） 10  20  22  32  37  

合計（Ｃ+Ｄ） 265  265  265  265  265  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

藤
岡 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 171 179 187 183 175 
Ｂ ２号 308 323 337 329 316 
合計 479 502 524 512 491 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 0  0  0  0  0  
こども園（保） 168  168  168  168  168  
私立幼稚園（私学助成） 0  0  0  0  0  
私立幼稚園（施設型給付） 80  80  80  80  80  
幼保連携型認定こども園 90  90  90  90  90  
Ｃ 合計 338  338  338  338  338  
充足数（Ｃ-Ａ） 167  159  151  155  163  

２
号 

こども園（保） 444  444  444  444  444  
幼保連携型認定こども園 50  50  50  50  50  
Ｄ 合計 494  494  494  494  494  
充足数（Ｄ-Ｂ） 186  171  157  165  178  

合計（Ｃ+Ｄ） 832  832  832  832  832  
 

単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

小
原 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 24 22 21 21 22 
Ｂ ２号 43 40 37 38 39 
合計 67 62 58 59 61 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 0  0  0  0  0  
こども園（保） 60  60  60  60  60  
私立幼稚園（私学助成） 0  0  0  0  0  
私立幼稚園（施設型給付） 0  0  0  0  0  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 60  60  60  60  60  
充足数（Ｃ-Ａ） 36  38  39  39  38  

２
号 

こども園（保） 164  164  164  164  164  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 164  164  164  164  164  
充足数（Ｄ-Ｂ） 121  124  127  126  125  

合計（Ｃ+Ｄ） 224  224  224  224  224  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

足
助 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 45 37 34 27 27 
Ｂ ２号 82 67 61 49 49 
合計 127 104 95 76 76 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 80  80  80  80  80  
こども園（保） 50  50  50  50  50  
私立幼稚園（私学助成） 0  0  0  0  0  
私立幼稚園（施設型給付） 0  0  0  0  0  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 130  130  130  130  130  
充足数（Ｃ-Ａ） 85  93  96  103  103  

２
号 

こども園（保） 136  166  166  166  166  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 136  166  166  166  166  
充足数（Ｄ-Ｂ） 54  99  105  117  117  

合計（Ｃ+Ｄ） 266  296  296  296  296  
 

単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

下
山 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 26 25 23 21 22 
Ｂ ２号 48 44 42 37 40 
合計 74 69 65 58 62 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 0  0  0  0  0  
こども園（保） 51  51  51  51  51  
私立幼稚園（私学助成） 0  0  0  0  0  
私立幼稚園（施設型給付） 0  0  0  0  0  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 51  51  51  51  51  
充足数（Ｃ-Ａ） 25  26  28  30  29  

２
号 

こども園（保） 141  141  141  141  141  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 141  141  141  141  141  
充足数（Ｄ-Ｂ） 93  97  99  104  101  

合計（Ｃ+Ｄ） 192  192  192  192  192  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

旭 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 15 12 12 10 11 
Ｂ ２号 27 22 22 19 19 
合計 42 34 34 29 30 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 80  80  80  80  80  
こども園（保） 21  21  21  21  21  
私立幼稚園（私学助成） 0  0  0  0  0  
私立幼稚園（施設型給付） 0  0  0  0  0  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 101  101  101  101  101  
充足数（Ｃ-Ａ） 86  89  89  91  90  

２
号 

こども園（保） 56  56  56  56  56  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 56  56  56  56  56  
充足数（Ｄ-Ｂ） 29  34  34  37  37  

合計（Ｃ+Ｄ） 157  157  157  157  157  
 

単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

稲
武 

量
の
見
込
み 

Ａ １号 7 7 8 9 7 
Ｂ ２号 12 14 15 17 12 
合計 19 21 23 26 19 

確
保
の
内
容 

１
号 

こども園（幼） 0  0  0  0  0  
こども園（保） 29  29  29  29  29  
私立幼稚園（私学助成） 0  0  0  0  0  
私立幼稚園（施設型給付） 0  0  0  0  0  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 29  29  29  29  29  
充足数（Ｃ-Ａ） 22  22  21  20  22  

２
号 

こども園（保） 81  81  81  81  81  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 81  81  81  81  81  
充足数（Ｄ-Ｂ） 68  67  66  64  69  

合計（Ｃ+Ｄ） 110  110  110  110  110  
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(2) 0～2歳児（3号認定子ども） 
① 確保の方針 
・今後、０～２歳児のニーズ増加が見込まれますが、施設定員上は充足します。そのため、必要な
保育士を確保することで、量の見込みに対応します。 

 
② 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人 

 2018年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 118 257  274  292  308  325  
Ｂ １･２歳 1,984 2,196  2,220  2,255  2,303  2,357  
合計 2,102 2,453  2,494  2,547  2,611  2,682  

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 230 211  216  216  216  216  
幼保連携型認定こども園 50 89  99  99  99  99  
豊田市 
認証保育所 24 24  24  24  24  24  

小規模保育 4 4  8  8  8  8  
家庭的保育 0 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0 0  0  0  0  0  
事業所内保育 3 3  3  3  3  3  
Ｃ 合計 311 331  350  350  350  350  
充足数（Ｃ-Ａ） 162 74  76  58  42  25  

１･

２
歳 

こども園（保） 1,961 1,686  1,696  1,696  1,696  1,696  
幼保連携型認定こども園 293 662  707  707  707  707  

豊田市 
認証保育所 327 327  327  327  327  327  

小規模保育 34 34  49  49  49  49  
家庭的保育 0 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0 0  0  0  0  0  
事業所内保育 12 12  12  12  12  12  
Ｄ 合計 2,627 2,721  2,791  2,791  2,791  2,791  
充足数（Ｄ-Ｂ） 643 525  571  536  488  434  

合計（Ｃ+Ｄ） 2,938 3,052  3,141  3,141  3,141  3,141  
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③ 区域別量の見込みと確保の内容 
単位：人 

 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

拳
母 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 100 108 119 125 134 
Ｂ １･２歳 798 815 842 884 915 
合計 898  923  961  1,009  1,049  

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 78  93  93  93  93  
幼保連携型認定こども園 32 32 32 32 32 
豊田市 
認証保育所 20 20 20 20 20 

小規模保育 4 8 8 8 8 
家庭的保育 0 0 0 0 0 
居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 
事業所内保育 3 3 3 3 3 
Ｃ 合計 137 156 156 156 156 
充足数（Ｃ-Ａ） 37 48 37 31 22 

１･

２
歳 

こども園（保） 598  653  653  653  653  
幼保連携型認定こども園 219 219 219 219 219 

豊田市 
認証保育所 215 215 215 215 215 

小規模保育 34 49 49 49 49 
家庭的保育 0 0 0 0 0 
居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 
事業所内保育 12 12 12 12 12 
Ｄ 合計 1,078  1,148  1,148  1,148  1,148  
充足数（Ｄ-Ｂ） 280  333  306  264  233  

合計（Ｃ+Ｄ） 1,215  1,304  1,304  1,304  1,304  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

高
橋 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 32 33 34 36 37 
Ｂ １･２歳 290 288 287 284 286 
合計 322  321  321  320  323  

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 37  37  37  37  37  
幼保連携型認定こども園 12  12  12  12  12  

豊田市 
認証保育所 1  1  1  1  1  

小規模保育 0 0 0 0 0 
家庭的保育 0 0 0 0 0 
居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 
事業所内保育 0 0 0 0 0 
Ｃ 合計 50  50  50  50  50  
充足数（Ｃ-Ａ） 18  17  16  14  13  

１･

２
歳 

こども園（保） 266  266  266  266  266  
幼保連携型認定こども園 66  66  66  66  66  

豊田市 
認証保育所 26  26  26  26  26  

小規模保育 0 0 0 0 0 
家庭的保育 0 0 0 0 0 
居宅訪問型保育 0 0 0 0 0 
事業所内保育 0 0 0 0 0 
Ｄ 合計 358  358  358  358  358  
充足数（Ｄ-Ｂ） 68  70  71  74  72  

合計（Ｃ+Ｄ） 408  408  408  408  408  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

上
郷 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 29  31  32  34  35  
Ｂ １･２歳 231  233  239  242  246  
合計 260  264  271  276  281  

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 26  16  16  16  16  
幼保連携型認定こども園 13  23  23  23  23  

豊田市 
認証保育所 2  2  2  2  2  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 41  41  41  41  41  
充足数（Ｃ-Ａ） 12  10  9  7  6  

１･

２
歳 

こども園（保） 167  122  122  122  122  
幼保連携型認定こども園 117  162  162  162  162  

豊田市 
認証保育所 40  40  40  40  40  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 324  324  324  324  324  
充足数（Ｄ-Ｂ） 93  91  85  82  78  

合計（Ｃ+Ｄ） 365  365  365  365  365  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

高
岡 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 64 62 61 62 62 
Ｂ １･２歳 469 459 449 439 441 
合計 533 521 510 501 503 

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 30  30  30  30  30  
幼保連携型認定こども園 14  14  14  14  14  

豊田市 
認証保育所 1  1  1  1  1  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 45  45  45  45  45  
充足数（Ｃ-Ａ） -4 -6 -9 -14 -17 

１･

２
歳 

こども園（保） 236  236  236  236  236  
幼保連携型認定こども園 136  136  136  136  136  

豊田市 
認証保育所 18  18  18  18  18  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 390  390  390  390  390  
充足数（Ｄ-Ｂ） -27 -31 -35 -37 -52 

合計（Ｃ+Ｄ） 435  435  435  435  435  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

猿
投 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 38 37 38 37 38 
Ｂ １･２歳 311 306 298 297 295 
合計 349 343 336 334 333 

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 20 20 20 20 20 
幼保連携型認定こども園 15  15  15  15  15  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 35  35  35  35  35  
充足数（Ｃ-Ａ） 6  4  1  0  -3 

１･

２
歳 

こども園（保） 190  190  190  190  190  
幼保連携型認定こども園 97  97  97  97  97  

豊田市 
認証保育所 19  19  19  19  19  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 306  306  306  306  306  
充足数（Ｄ-Ｂ） 29  26  24  17  10  

合計（Ｃ+Ｄ） 341  341  341  341  341  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

松
平 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 5 4 4 4 4 
Ｂ １･２歳 42 40 37 36 34 
合計 47 44 41 40 38 

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 4  4  4  4  4  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 4  4  4  4  4  
充足数（Ｃ-Ａ） 0  0  0  0  0  

１･

２
歳 

こども園（保） 36  36  36  36  36  
幼保連携型認定こども園 0 0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0 0  0  0  0  

小規模保育 0 0  0  0  0  
家庭的保育 0 0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0 0  0  0  0  
事業所内保育 0 0  0  0  0  
Ｄ 合計 36  36  36  36  36  
充足数（Ｄ-Ｂ） -1 0  1  1  2  

合計（Ｃ+Ｄ） 40  40  40  40  40  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

藤
岡 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 11 10 10 10 9 
Ｂ １･２歳 106 101 98 93 90 
合計 117 111 108 103 99 

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 7  7  7  7  7  
幼保連携型認定こども園 3  3  3  3  3  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 10  10  10  10  10  
充足数（Ｃ-Ａ） 2  1  1  1  1  

１･

２
歳 

こども園（保） 91  91  91  91  91  
幼保連携型認定こども園 27  27  27  27  27  

豊田市 
認証保育所 2  2  2  2  2  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 120  120  120  120  120  
充足数（Ｄ-Ｂ） 26  28  27  29  30  

合計（Ｃ+Ｄ） 130  130  130  130  130  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

小
原 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 1 1 1 1 1 
Ｂ １･２歳 12 13 12 12 11 
合計 13 14 13 13 12 

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 1  1  1  1  1  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 1  1  1  1  1  
充足数（Ｃ-Ａ） 0  0  0  0  0  

１･

２
歳 

こども園（保） 10  10  10  10  10  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 10  10  10  10  10  
充足数（Ｄ-Ｂ） -1  -２  -1  -1  -1  

合計（Ｃ+Ｄ） 11  11  11  11  11  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

足
助 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 2  2  2  2  2  
Ｂ １･２歳 16  16  15  16  14  
合計 18  18  17  18  16  

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 3  3  3  3  3  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 3  3  3  3  3  
充足数（Ｃ-Ａ） 1  1  1  1  1  

１･

２
歳 

こども園（保） 36  36  36  36  36  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 36  36  36  36  36  
充足数（Ｄ-Ｂ） 20  20  21  20  22  

合計（Ｃ+Ｄ） 39  39  39  39  39  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

下
山 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 1  2  1  1  1  
Ｂ １･２歳 12  14  14  14  13  
合計 13  16  15  15  14  

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 2  2  2  2  2  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 2  2  2  2  2  
充足数（Ｃ-Ａ） 1  0  1  1  1  

１･

２
歳 

こども園（保） 21  21  21  21  21  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 7  7  7  7  7  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 28  28  28  28  28  
充足数（Ｄ-Ｂ） 16  14  14  14  15  

合計（Ｃ+Ｄ） 30  30  30  30  30  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

旭 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 1  1  1  1  1  
Ｂ １･２歳 5  7  7  6  6  
合計 6  8  8  7  7  

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 1  1  1  1  1  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 1  1  1  1  1  
充足数（Ｃ-Ａ） 0  0  0  0  0  

１･

２
歳 

こども園（保） 17  17  17  17  17  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 17  17  17  17  17  
充足数（Ｄ-Ｂ） 12  10  10  11  11  

合計（Ｃ+Ｄ） 18  18  18  18  18  
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単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

稲
武 

量
の
見
込
み 

Ａ ０歳 1  1  1  1  1  
Ｂ １･２歳 8  6  5  4  4  
合計 9  7  6  5  5  

確
保
の
内
容 

０
歳 

こども園（保） 2  2  2  2  2  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｃ 合計 2  2  2  2  2  
充足数（Ｃ-Ａ） 1  1  1  1  1  

１･

２
歳 

こども園（保） 18  18  18  18  18  
幼保連携型認定こども園 0  0  0  0  0  

豊田市 
認証保育所 0  0  0  0  0  

小規模保育 0  0  0  0  0  
家庭的保育 0  0  0  0  0  
居宅訪問型保育 0  0  0  0  0  
事業所内保育 0  0  0  0  0  
Ｄ 合計 18  18  18  18  18  
充足数（Ｄ-Ｂ） 10  12  13  14  14  

合計（Ｃ+Ｄ） 20  20  20  20  20  
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４．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の内容 

(1) 放課後児童クラブ 
① 事業内容 
 保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後や夏
休みなどの長期休業中に、専用の活動室や小学校の余裕教室などを利用して、適切な遊び及び生活
の場を確保し、その健全な育成を図ります。 
 
② 確保の方針 
・現在実施している１～４年生については、確保の内容の数値は、現在開設している 70 の放課後
児童クラブの定員数（うち１クラブは民設民営）の合計で、概ね量の見込みに対応できます。 

・夏休みなど長期休業中は、必要に応じて学校施設などを活動室として確保し対応します。 
・未設置区域においては、地域の実情を踏まえつつ、必要に応じて開設します。 
 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人 

 2018年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

量
の
見
込
み 

低学年 2,105 2,467 2,624 2,777 2,915 3,029 
中学年 1,364 1,633 1,764 1,954 2,119 2,266 
高学年 55 880 1,007 1,125 1,214 1,325 
Ａ 合計 3,524 4,980 5,395 5,856 6,248 6,620 

Ｂ 確保の内容 5,295 5,560 5,915 6,139 6,248 6,363 
充足数（Ｂ-Ａ） 1,771 580 520 283 0 -257 
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④ 区域別量の見込みと確保の内容 
 

単位：人 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

拳
母 

量
の
見
込
み 

低学年 910 967 1,044 1,129 1,213 
中学年 610 650 721 781 856 
高学年 307 366 397 438 490 
Ａ 合計 1,827 1,983 2,162 2,347 2,558 

Ｂ 確保の内容 1,812 1,980 2,044 2,084 2,290 
充足数（Ｂ-Ａ） -16 -3 -119 -263 -268 

 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

高
橋 

量
の
見
込
み 

低学年 316 348 377 408 409 
中学年 192 223 252 280 309 
高学年 114 125 144 159 170 
Ａ 合計 622 696 773 847 888 

Ｂ 確保の内容 733 820 863 863 828 
充足数（Ｂ-Ａ） 111 124 90 16 -60 

 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

上
郷 

量
の
見
込
み 

低学年 246 249 248 269 270 
中学年 152 166 194 199 202 
高学年 94 106 110 116 131 
Ａ 合計 492 521 552 584 603 

Ｂ 確保の内容 478 478 478 541 529 
充足数（Ｂ-Ａ） -14 -43 -74 -43 -74 

 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

高
岡 

量
の
見
込
み 

低学年 449 482 511 514 540 
中学年 283 324 353 389 418 
高学年 160 181 198 224 241 
Ａ 合計 892 987 1,062 1,126 1,198 

Ｂ 確保の内容 912 960 960 964 988 
充足数（Ｂ-Ａ） 20 -27 -103 -162 -210 
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単位：人 

 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

猿
投 

量
の
見
込
み 

低学年 363 372 373 377 339 
中学年 241 269 296 302 231 
高学年 142 169 173 184 129 
Ａ 合計 746 810 842 863 699 

Ｂ 確保の内容 829 949 951 883 777 
充足数（Ｂ-Ａ） 83 139 109 20 78 

 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

松
平 

量
の
見
込
み 

低学年 48 46 56 58 55 
中学年 45 41 37 38 45 
高学年 18 22 29 27 24 
Ａ 合計 111 109 122 123 124 

Ｂ 確保の内容 198 198 195 195 195 
充足数（Ｂ-Ａ） 87 89 73 72 71 

 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

藤
岡 

量
の
見
込
み 

低学年 104 116 116 109 109 
中学年 90 83 83 95 95 
高学年 40 46 54 53 57 
Ａ 合計 234 245 253 257 261 

Ｂ 確保の内容 292 292 292 292 292 
充足数（Ｂ-Ａ） 58 47 39 35 31 

 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

小
原 

量
の
見
込
み 

低学年 4 4 4 4 5 
中学年 3 2 3 3 3 
高学年 2 2 2 2 2 
Ａ 合計 9 8 9 9 10 

Ｂ 確保の内容 58 58 58 58 58 
充足数（Ｂ-Ａ） 49 50 49 49 48 
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単位：人 

 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

足
助 

量
の
見
込
み 

低学年 25 23 23 22 20 
中学年 12 16 21 19 17 
高学年 9 9 10 11 13 
Ａ 合計 46 48 54 52 50 

Ｂ 確保の内容 174 174 174 174 174 
充足数（Ｂ-Ａ） 128 126 120 122 124 

 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

下
山 

量
の
見
込
み 

低学年 17 16 17 21 23 
中学年 12 13 14 12 14 
高学年 6 6 9 9 9 
Ａ 合計 35 35 40 42 46 

Ｂ 確保の内容 91 91 91 91 91 
充足数（Ｂ-Ａ） 56 56 51 49 45 

 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

旭 

量
の
見
込
み 

低学年 11 13 12 12 11 
中学年 5 6 9 10 10 
高学年 2 3 4 4 7 
Ａ 合計 18 22 25 26 28 

Ｂ 確保の内容 36 36 36 36 36 
充足数（Ｂ-Ａ） 18 14 11 10 8 
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(2) 延長保育（時間外保育事業） 
① 事業内容 
 こども園、認定こども園の基本保育時間（８：30～15：00）を超える保育ニーズに対応したサ
ービスを提供します。 
・７時 30分から８時 30分までの早朝保育実施園：75園 
・18時までの延長保育実施園：24園 
・19時までの延長保育実施園：51園 
 
② 確保の方針 
・19時まで延長保育実施園の定員数で受入が可能です。 
・私立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行などにより、19 時までの延長保育実施園を拡大
します。 

・延長保育時間の拡大（19 時を超える延長保育）について、こども園、小規模保育事業、事業所
内保育事業のいずれかにより対応します。 

 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人 

 2017年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

Ａ 量の見込み 1,049 2,708 2,641 2,595 2,559 2,530 
Ｂ 確保の内容 11,765 11,765 11,765 11,765 11,765 11,765 
充足数（Ｂ-Ａ） 10,716 9,057 9,124 9,170 9,206 9,235 
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(3) 子育て短期支援事業（ショートステイ） 
① 事業内容 
 保護者の疾病などの理由により家庭において児童を養育することが一時的に困難となった場合
に、児童養護施設などにおいて、必要な児童の養育・保護を行います。 
 
② 確保の方針 
・児童養護施設などに委託し、想定した見込みに対応します。 
 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人日 

 2017年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

Ａ 量の見込み 92 76 76 76 76 76 
Ｂ 確保の内容 92 76 76 76 76 76 
充足数（Ｂ-Ａ） 0 0 0 0 0 0 
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(4) 地域子育て支援拠点事業 
① 事業内容 
 乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、
助言その他の援助を行います。 
・とよた子育て総合支援センター  ・志賀子どもつどいの広場 
・柳川瀬子どもつどいの広場    ・地域子育て支援センター（13か所） 
 
② 確保の方針 
・既存の 16か所の施設で、事業を実施することで、量の見込みに対応します。 
 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人回 

 2018年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

Ａ 量の見込み 328,996 330,000 330,000 330,000 330,000 330,000 
Ｂ 確保の内容 328,996 330,000 330,000 330,000 330,000 330,000 
充足数（Ｂ-Ａ） 0 0 0 0 0 0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

122 

(5) 一時保育（一時預かり事業） 
① 事業内容 
＜私立幼稚園の預かり保育＞ 
 私立幼稚園での、通常の教育時間後や長期休暇中などに、保護者の希望に応じて保育を実施しま
す。 
＜その他の一時預かり＞ 
 保護者の傷病、入院、育児疲れなどの理由により、家庭における保育の実施が一時的に困難とな
った場合に、こども園等での一時保育（一時預かり）やファミリー・サポート・センター事業によ
り児童を一時的に預かります。 
 
② 確保の方針 
＜私立幼稚園の預かり保育＞ 
・量の見込みに対応した受入を行います。 
＜その他の一時預かり＞ 
・一時保育、ファミリー・サポート・センターにおいて、量の見込みに対応します。 
一時保育：過去５年間の実績の平均値を確保の内容とします。 
ファミリー・サポート・センター：想定した量の見込みに対応した援助会員を確保します。 

 
③ 全市量の見込みと確保の内容 
＜私立幼稚園の預かり保育＞ 

単位：人日 

 2019年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

量
の
見
込
み 

１号認定による利用 ― 11,192 10,862 10,602 10,410 10,228 
２号認定による利用 ― 3,745 3,622 3,532 3,465 3,403 
Ａ 合計 ― 14,937 14,484 14,134 13,875 13,631 

Ｂ 確保の内容 ― 14,937 14,484 14,134 13,875 13,631 
充足数（Ｂ-Ａ） ― 0 0 0 0 0 

 
＜その他の一時預かり＞ 

単位：人日 

 2017年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

Ａ 量の見込み 4,560 5,174 5,174 5,174 5,174 5,174 
確
保
の
内
容 

一時保育 1,058 1,001 1,001 1,001 1,001 1,001 
ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ（就学前児童） 3,502 4,173 4,173 4,173 4,173 4,173 
Ｂ 合計 4,560 5,174 5,174 5,174 5,174 5,174 

充足数（Ｂ-Ａ） 0 0 0 0 0 0 
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(6) 病児保育事業 
① 事業内容 
 病気やけがにより安静を必要とするため、集団保育・学校生活に入れない児童を、病院・こども
園などに付設された専用スペースなどにおいて、保護者の仕事などの都合により自宅で療養できな
い場合に、一時的に保育します。 
 
② 確保の方針 
・確保の内容の算定は、（病児・病後児保育事業実施施設の定員）×（週あたり開所日数）× 
（52週） 

・利用が集中する時期に対応するため、病児保育施設を新規に開設します。新規に開設するのは、
地域バランスを考慮し南部地域とします（併せて、病後児保育施設の在り方について、見直しを
行います）。 

 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人日 

 2018年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

Ａ 量の見込み 1,073 1,194 1,194 1,194 1,194 1,194 
Ｂ 確保の内容 1,073 3,536 3,536 3,536 3,536 3,536 
充足数（Ｂ-Ａ） 0 2,342 2,342 2,342 2,342 2,342 
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(7) ファミリー･サポート･センター事業 
① 事業内容 
 乳幼児や小学生などの児童の保護者を会員として、児童の預かりなどの援助を受けることを希望
する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 
 
② 確保の方針 
・想定した量の見込みに対応した援助会員を確保します。 
 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人日 

 2017年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

Ａ 量の見込み 5,384 4,720 4,720 4,720 4,720 4,720 
Ｂ 確保の内容 5,384 4,720 4,720 4,720 4,720 4,720 
充足数（Ｂ-Ａ） 0 0 0 0 0 0 
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(8) 妊婦健診事業 
① 事業内容 
 安全・安心な出産と健全な育児を行えるよう、必要な回数の妊婦健康診査の受診を促し、公費負
担を行います。 
 
② 確保の方針 
・県内医療機関などへ委託し、想定した見込みに対応します。 
 ＜実施時期＞通年 
 ＜実施体制＞県内医療機関などへ委託 
 ＜回数＞妊娠 23週まで（４回：月１回程度）、24～35週（６回：２週間に１回程度）、36週～ 
     出産まで（４回：毎週） 計 14回 
 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人･回 

 2017年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

Ａ 量の見込み 3,841 3,765 3,740 3,715 3,691 3,666 
Ｂ 確保の内容 3,841 3,765 3,740 3,715 3,691 3,666 
充足数（Ｂ-Ａ） 0 0 0 0 0 0 
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(9) おめでとう訪問（乳児家庭全戸訪問事業） 
① 事業内容 
 育児不安が強くなる概ね生後１～３か月児の乳児をもつ子育て家庭に対して、母子保健推進員に
よる家庭訪問を実施します。 
 
② 確保の方針 
・豊田市母子保健推進員の会に委託し、想定した見込みに対応します。 
 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：人 

 2017年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

Ａ 量の見込み 3,686 3,465 3,415 3,418 3,383 3,374 
Ｂ 確保の内容 3,686 3,465 3,415 3,418 3,383 3,374 
充足数（Ｂ-Ａ） 0 0 0 0 0 0 
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(10) 養育支援訪問事業 
① 事業内容 
養育支援が特に必要と判断した家庭に対し、その居宅を訪問し、ヘルパーなどによる育児・家事援
助や保健師・助産師などによる専門的・具体的な育児に関する相談・指導支援などを行います。 
 
② 確保の方針 
＜ヘルパー派遣＞ 社会福祉協議会に委託し、想定した見込みに対応します。 
＜助産師訪問＞  委託助産師を確保し、想定した見込みに対応します。 
 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：回 

 2017年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

量
の
見
込
み 

ヘルパー派遣 172 89 89 89 89 89 
助産師訪問 626 866 853 854 845 843 
Ａ 合計 798 955 942 943 934 932 

確
保
の
内
容 

ヘルパー派遣 172 89 89 89 89 89 
助産師訪問 626 866 853 854 845 843 
Ｂ 合計 798 955 942 943 934 932 

充足数（Ｂ-Ａ） 0 0 0 0 0 0 
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(11) 利用者支援事業（母子保健型） 
① 事業内容 
 保健師等の専門性を活かした相談支援を行い、母子保健を中心としたネットワーク、医療機関、
療育機関等につなげるなど、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を行います。 
 
② 確保の方針 
 子育て世代包括支援センターを子ども家庭課内に位置付け、機能を確保します。 
 
③ 全市量の見込みと確保の内容 

単位：か所 

 2018年度 
（実績） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

全
市 

Ａ 量の見込み 1 1 1 1 1 1 
Ｂ 確保の内容 1 1 1 1 1 1 
充足数（Ｂ-Ａ） 0 0 0 0 0 0 
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５．教育・保育の一体的提供とその推進体制の確保について 

① 認定こども園の普及に係る基本的な考え方及び推進方策 
 本市では、就学前児童やその保護者に対して均等な教育・保育を一体的に提供するため、公立幼
稚園と公私立保育園を「こども園」として、独自の幼保一体化施策を進めています。これにより、
１号認定子どもの受入れなど、ほとんどのこども園において認定こども園の機能を有しています。
今後、こども園について、課題を整理した上で、幼保連携型認定こども園への移行を検討します。 
 また、既存の私立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行は、特に保育需要の高い低年齢児の
待機児童対策として有効であるとされています。本市においても、地域や事業者の実情を勘案しな
がら、私立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行を円滑に行えるよう支援します。 
 
② 幼稚園教諭と保育士の合同研修に関する支援 
 本市では、公私立こども園、私立幼稚園において、合同の研修を継続的に実施しています。今後
もお互いの専門性や教育・保育の内容の理解を共に深めるため、合同研修の充実を図り、職員の資
質向上に努めます。 
 
③ 質の高い教育･保育の提供 
 本市では、国が示す「幼稚園教育要領」と「保育所保育指針」に基づき、1991 年に「豊田市幼
稚園・保育園教育課程」を策定し、４・５歳児のカリキュラムを統一しました。2004 年の改定で
は、０～５歳児までの教育・保育期間全体にわたる計画として、「豊田市保育課程・指導計画」を
策定しました。こども園においては、本計画に従い均一で質の高い幼児教育・保育を提供していま
す。 
 私立幼稚園は、幼稚園教育要領に基づいた幼児教育を実施しており、その上で、各園が建学の精
神に基づいた教育課程を作成し、特色ある幼児教育を提供しています。 
 こども園と私立幼稚園が、これまでに蓄積してきた知見、環境などを生かしつつ、すべての子ど
もの健やかな育ちの実現を目指します。 
 
④ 地域子ども･子育て支援事業の基本的な考え方及び推進方策 
 本市は、全国に先駆けての母子保健推進員のボランティアによるおめでとう訪問（乳児家庭全戸
訪問事業）の実施、とよた子育て総合支援センターをはじめ１６か所の子育て支援施設（子育て支
援拠点事業）の設置など、地域子育て支援施策の充実を図ってきました。 
 引き続き、子育て家庭のニーズに応じ支援策の充実を図り、安心して子どもを生み育てることの 
きる環境の整備を進め、まち全体で子どもを育む社会の実現に向けた取組を進めていきます。 
 
⑤ 教育･保育施設と小学校との連携 
 こども園・私立幼稚園と小学校の情報の共有化、園児と小学生の交流、職員間の交流を進め、本
市の幼児期における教育・保育と小学校教育の円滑な接続につなげます。 
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     第７章 
     計画の推進 
 
 

 第７章では、本計画の推進体制や評価（進捗管理）
の方法について記載しています。 
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１．計画の推進体制 

 本計画の推進にあたり、以下の会議による事業・施策の実施状況に関する進捗管理、評価などを
行います。 
 
豊田市子どもにやさしいまちづくり推進会議 

 本市では、子ども条例に基づき、「豊田市子どもにやさしいまちづくり推進会議（以下「推進会
議」といいます）」を設置しています。推進会議では、①子ども総合計画に関すること、②子ども
に関する施策の実施状況に関すること、③そのほか子どもにやさしいまちづくりに関することにつ
いて審議・協議を行っています。 
 推進会議の委員は、子どもにやさしいまちづくりを進めるために、広範な分野にわたる総合的な
取組が必要とされることに照らして考え、児童福祉などの関連分野の有識者、保育・児童福祉関係
者、教育関係者、保健・医療関係者、労働関係者、青少年関係者、市民公募委員など、多様な構成
となっています。 
 本計画の推進においては、この推進会議が、計画推進体制の要として、事業・施策の進捗状況の
点検・評価、計画及び実施体制の改善などに関する協議・提言を行います。 
 
 
子ども･子育て支援庁内推進会議 

 本計画の推進においては、庁内の横断的な取組を図るため、「子ども・子育て支援庁内推進会議」
を開催し、主に重点事業群の実施に向けた検討を中心に、子ども・子育て支援施策・事業に関する
庁内の意見取りまとめ・意思決定を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
豊田市子ども会議 

 本市では、豊田市子ども条例に基づき、子どもの意見や考えを聴き、市政及び地域まちづくりへ
反映する「豊田市子ども会議（以下「子ども会議」といいます）」を設置しています。子ども会議
は、幅広い年齢の子どもの意見を聴くために、小学生から高校生までを対象とした子ども委員で構
成されています。 
 本計画の推進においては、計画事業への子どもの意見の提言・提案などの役割を担います。 
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２．計画の評価 

 本計画の推進に向けては、「ＰＤＣＡサイクル（計画（Plan）→実施（Do）→評価（Check）→
改善（Action））」に基づき、事業の実施状況を毎年調査・公表していきます。 
 個別事業の進捗を測る指標（アウトプット）に加え、利用者の視点に立った成果指標（アウトカ
ム）を設定し、点検・評価を行い、施策の改善につなげられるよう、適切な進捗管理を行います。
計画の評価は、「基本施策」の各個別事業及び「重点事業群」の実施状況の評価については、毎年
度実施します。また、計画の総合評価として、計画全体の成果指標の評価について、次期計画の施
策準備段階に実施予定の意向調査などを活用して評価を行います。 
 なお、評価結果については、推進会議へ報告、点検及び評価を加えた後、市民へ公表します。 
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3．評価のしくみと評価指標 

 本計画の評価については、計画の構造が多層的であることを踏まえ、「計画全体」「重点事業群」
「基礎事業」の 3つのレベルを対象に評価を行います。 
 「計画全体」の評価については、2023 年度に実施予定の意向調査などを活用し、取組方針毎に
指標を設けて行うこととします。 
 「重点事業群」と「基礎事業」に該当する各個別事業の実施状況の評価については、事業実績調
書等を用いて毎年実施します。 
 子どもに関連する事業については、子どもの視点での評価を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

基本理念 

取組方針 
施策目標･基本施策 

重点事業群 

基礎事業 

アウトカム指標 

重点事業群の実施状況 

基礎事業の実施状況 

計画推進期間中に評価 

毎年度評価 

毎年度実績管理 
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取組方針Ⅰ 子どもの権利保障 
【施策目標】 

(1) 子どもの権利保障 
(2) 子どもの貧困対策 

 
【評価指標及び目標値】 

評価指標 現状値 目標値 
子ども条例の認知度（市民意向調査） 
「知っている」と答えた割合 

小学生低学年 6.0% 
小学生高学年 22.3% 
中学生    28.6% 
高校生    33.6% 
一般市民   27.3% 
（2018年） 

↑ 
「子どもの権利」が尊重されていると感じる人
の割合（市民意向調査） 
「尊重されている」「まあ尊重されている」と答
えた割合 

小学生保護者 46.6% 
中学生    58.4% 
中学生保護者 43.9% 
高校生    33.6% 
一般市民   27.3% 
（2018年） 

↑ 
周りの大人や同級生や学年の人などから、いや
のことをされたり、言われたことがない人の割
合（市民意向調査） 

小学生高学年 49.8% 
中学生    56.5% 
高校生    52.7% 
（2018年） 

↑ 
子どもの自己肯定感の向上（市民意向調査） 
設問①自分のことが好きだ/自分は価値のある
人間だと思う/自分は家族に大切にされている/
④孤独を感じることはない/⑤自分の将来が楽
しみだ 

小学生高学年 
①40.2% 
②61.2% 
③91.9% 
④70.2% 
⑤79.2% 

中学生 
①45.8% 
②50.1% 
③87.0% 
④64.7% 
⑤62.5% 

↑ 
放課後児童クラブに参加していて楽しいと思う
児童の割合（市民意向調査） 
「すごく楽しい」「楽しい」と答えた割合 

91.5% 
（2018年） ↑ 

 
 
取組方針Ⅱ 安心して生み育てられる支援体制の充実 

【施策目標】 
(1) 妊娠中と出産後の親子の健康づくり 
(2) 子育ての不安や負担の軽減 
(3) 安全・安心な子どもの生活環境の整備 
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【評価指標及び目標値】 

評価指標 現状値 目標値 
「出産、子育てがしやすいまち」として満足し
ている割合（市民意識調査） 

66.5% 
（2016年） ↑ 

就学前児童のいる世帯のうち、子育てに自信が
ない市民の割合（市民意向調査） 

44.2% 
（2018年） ↓ 

 
 
取組方針Ⅲ すべての子どもが必要な幼児教育と保育を受けられる環境づくり 

【施策目標】 
(1) 保育需要への対応 
(2) 良好な幼児教育・保育環境の確保 

 
【評価指標及び目標値】 

評価指標 現状値 目標値 

待機児童数 ０人 
（2018年４月１日時点） 

→ 
（０人の継続） 

 
 
取組方針Ⅳ 青少年の健全育成及び若者支援 

【施策目標】 
(1) 義務教育期の子どもの適切な支援 
(2) 義務教育期後の青少年・若者の育成、支援 

 
【評価指標及び目標値】 

評価指標 現状値 目標値 

放課後児童クラブの待機児童数 ０人 
（2018年５月１日時点） 

→ 
（０人の継続） 

地域行事に参加している割合（市民意向調査） 
「できるだけ多く参加している」、「ときどき参
加している」と回答した割合 

小学生低学年 82.2% 
小学生高学年 86.4% 
中学生    72.4% 
高校生    38.1% 
青少年    18.4% 
（2018年） 

↑ 

ひきこもりの割合（市民意向調査） 3.2％ 
（2018年） ↓ 
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取組方針Ⅴ 地域ぐるみによる子育て社会の創造 
【施策目標】 

(1) ワーク・ライフ・バランスの推進 
(2) 地域力を生かした家庭力の向上及び子どもの育成 

 
【評価指標及び目標値】 

評価指標 現状値 目標値 
地域の子どもたちの遊び場や放課後の居場所づ
くりに参画することについて（市民意向調査） 
「内容の企画検討から参加してみたい」「参加し
てもよい」人の割合 

小学生保護者 23.6％ 
一般市民   31.0％ 

（2018年） 
↑ 

１年以内に、小・中学校の活動又は児童生徒と
ともに行う地域の活動に参加した市民の割合
（市民意識調査） 

28.6％ 
（2016年度） ↑ 

地域の子どもの居場所づくり※に参加した人数 
※地域子どもの居場所づくり事業、子ども食堂
など 

― ↑ 

ワーク・ライフ・バランス関連認証制度の取得
事業所数（年度末時点） 

160社 
（2015年） ↑ 
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4．事業一覧 
 
   【内包計画との紐付け】   【豊田市子ども条例との紐付け】 
   計-①：子ども・子育て支援事業計画  2-①：安心して生きる権利   4-①：子どもの権利の周知と学習支援 
   計-②：次世代育成支援行動計画   2-②：自分らしく生きる権利   4-②：子育て家庭への支援 
   計-③：子ども・若者計画   2-③：豊かに育つ権利   4-③：特別なニーズのある子ども・家庭への支援 
   計-④：母子保健計画    2-④：参加する権利   4-④：子どものいじめの防止などに関する取組 
   計-⑤：母子家庭等及び寡婦自立促進計画       4-⑤：子どもの虐待の防止などに関する取組 
      3-①：家庭における権利の保障  4-⑥：有害・危険な環境からの保護 
      3-②：育ち学ぶ施設における権利の保障 4-⑦：子どもの居場所づくりの推進 
      3-③：地域における権利の保障  4-⑧：意見表明や参加の促進 
           4-⑨：子ども会議 
 
 

事業 
番号 事業名 

内包計画 
豊田市子ども条例 

第２条 第３条 第４条 
計-① 計-② 計-③ 計-④ 計-⑤ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 4-① 4-② 4-③ 4-④ 4-⑤ 4-⑥ 4-⑦ 4-⑧ 4-⑨ 

1 子どもの権利啓発事業   ●          ■         
2 子どもに関わる団体や大人への

子どもの権利啓発研修   ●          ■         
3 保護者に向けの子どもの権利に

関する情報発信・啓発   ●          ■         
4 子どもの権利学習プログラムの

実施   ●          ■         
5 とよた子どもの権利相談室（子ど

もスマイルダイヤル）の運営   ●          ■         
6 「人権を考える集い」の開催   ●          ■         
7 「人権移動教室」の開催   ●          ■         
8 子ども総合支援拠点（家庭児童相

談室）における児童虐待への早期
対応及び子育て相談・支援の実施 

 ●  ●             ■     
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事業 
番号 事業名 

内包計画 
豊田市子ども条例 

第２条 第３条 第４条 
計-① 計-② 計-③ 計-④ 計-⑤ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 4-① 4-② 4-③ 4-④ 4-⑤ 4-⑥ 4-⑦ 4-⑧ 4-⑨ 

9 子ども総合支援拠点（家庭児童相
談室）における相談支援体制の充
実 

 ●  ●             ■     

10 要保護児童・ＤＶ対策協議会参加
機関の連携による要保護児童等
の早期発見早期対応及び適切な
ケース進捗管理の実施 

● ● ● ●          ■   ■     

11 DV 相談に関する情報などを掲
載したリーフレットの設置  ● ● ●             ■     

12 養育支援訪問事業の実施 ● ●  ●          ■ ■       
13 児童虐待防止のための啓発事業

の実施 ● ● ● ●             ■     
14 児童虐待防止教育の実施 ● ● ● ●             ■     
15 いじめ防止に向けた児童生徒の

主体的な取組の推進  ● ●             ■      
16 適応指導教室の活動内容の充実  ● ●            ■ ■      
17 妊産婦歯科健康診査  ●  ●                  
18 子育て世代包括支援センターに

よる利用者支援事業の実施 ●   ●          ■        
19 妊産婦健康診査事業の実施 ● ●  ●                  
20 妊娠中の健康教室（ パパママ教

室）の実施  ●  ●                  
21 産後ケア事業の実施 ● ●  ●          ■        
22 子育て世帯に対する育児負担軽

減のための支援の実施 ● ●  ●                  
23 豊田市母子保健・医療・福祉ネッ

トワーク会議の開催  ●  ●                  
24 おめでとう訪問（乳児家庭全戸訪

問事業）の実施 ● ●  ●          ■        
25 不妊症・不育症に関する相談・助

成の実施 
 ●  ●                  

26 思春期教室の実施  ● ● ●    ■   ■           
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事業 
番号 事業名 

内包計画 
豊田市子ども条例 

第２条 第３条 第４条 
計-① 計-② 計-③ 計-④ 計-⑤ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 4-① 4-② 4-③ 4-④ 4-⑤ 4-⑥ 4-⑦ 4-⑧ 4-⑨ 

27 多胎家庭への継続的な支援の実
施  ●  ●                  

28 自主グループ支援による子育て
の悩みや不安の解消  ●  ●                  

29 「妊産婦にやさしい環境づくり」
に向けた啓発等の実施  ●  ●                  

30 予防接種の推進  ●  ●  ■                
31 園児むし歯予防教室（よい子の歯

みがき運動）  ●  ●  ■                
32 親子むし歯予防教室（親子ピカピ

カ教室）  ●  ●  ■  ■              
33 幼児歯科健康診査  ●  ●  ■                
34 乳児健康診査の実施  ●  ●  ■                
35 ３、４か月児健康診査の実施  ●  ●  ■                
36 １歳６か月児健康診査の実施  ●  ●  ■                
37 ３歳児健康診査の実施  ●  ●  ■                
38 健診未受診調査の実施  ●  ●  ■                
39 親子食育講座  ●  ●  ■  ■              
40 個別相談事業・健康診査事後支援

教室の実施 ● ● ● ●  ■  ■              
41 乳児期の教室（ベビークラス）の

実施  ●  ●  ■                
42 乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）

の予防啓発の実施  ●  ●  ■                
43 ふれあい子育て教室の実施  ●  ●  ■  ■              
44 親子体力づくり教室の実施  ●  ●  ■  ■              
45 自立支援（ 育成）医療費助成の

実施 ● ●  ●  ■                
46 慢性疾患等を抱える家庭への支

援の実施  ●  ●  ■                
47 養育医療費助成    ●  ■                
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事業 
番号 事業名 

内包計画 
豊田市子ども条例 

第２条 第３条 第４条 
計-① 計-② 計-③ 計-④ 計-⑤ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 4-① 4-② 4-③ 4-④ 4-⑤ 4-⑥ 4-⑦ 4-⑧ 4-⑨ 

48 ひとり親家庭の親の資格取得等
支援の実施 ● ●   ●         ■ ■       

49 ひとり親家庭に対する子育て支
援の実施 ● ●   ●         ■ ■       

50 母子家庭等就業支援事業の実施 ● ●   ●         ■ ■       
51 ひとり親相談（ 母子・父子自立

支援員事業）の実施 ● ●   ●         ■ ■       
52 放課後児童クラブにおける障が

い児支援の実施 ● ● ●           ■ ■    ■   
53 障がい児（こども園児・幼稚園児）

研修の実施 ● ● ● ●           ■       
54 障がい児保育の実施 ● ● ● ●           ■       
55 外来療育グループ（ あおぞら、

あおぞらおひさま）の実施 ● ● ● ●           ■       
56 在宅重度心身障がい児（ 者）一

時保護事業 ● ● ● ●          ■ ■       
57 放課後等デイサービス事業 ● ● ● ●          ■ ■       
58 障がい児等療育支援事業 ● ● ● ●           ■       
59 児童発達支援センター（ひまわ

り、たんぽぽ、なのはな）運営事
業の実施 

● ● ● ●           ■       

60 特別支援教育の推進事業  ● ● ●       ■    ■       
61 多胎世帯への支援（こども園等） ● ●  ●       ■   ■ ■       
62 ＴＩＡ、ＮＰＯ等との共働による

外国人の子どもの教育支援   ●            ■       
63 語学指導員派遣事業の実施   ●            ■       
64 外国人児童生徒教育事業   ●            ■       
65 就学支援事業   ●  ●         ■ ■       
66 子どもの学習・生活支援事業              ■ ■       
67 生活困窮者自立支援事業              ■ ■       
68 女性及び男性のための相談事業

の実施  ●                    
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事業 
番号 事業名 

内包計画 
豊田市子ども条例 

第２条 第３条 第４条 
計-① 計-② 計-③ 計-④ 計-⑤ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 4-① 4-② 4-③ 4-④ 4-⑤ 4-⑥ 4-⑦ 4-⑧ 4-⑨ 

69 育児健康相談の実施  ●  ●  ■        ■        
70 親と子の電話相談「はあとライン

とよた」  ●  ●  ■        ■        
71 スクールカウンセラー・スクール

ソーシャルワーカーの派遣事業  ● ●   ■        ■        
72 「とよた急病・子育てコール 24」

事業の実施  ●  ●  ■        ■        
73 総合相談窓口運営事業      ■        ■        
74 子育てに不安や悩みを抱える家

庭を対象にした講座の実施 ● ●  ●          ■        
75 母子・父子家庭に対する市営住宅

の家賃軽減 
●    ●         ■        

76 子育て世帯等に対する児童手当
の適切な支給の実施  ●  ●          ■        

77 ひとり親家庭等に対する手当の
適切な支給の実施 ●    ●         ■ ■       

78 ひとり親家庭等に対する福祉資
金の貸付の実施 ●    ●         ■ ■       

79 保育料の軽減              ■        
80 奨学金の支給     ●         ■        
81 心身障がい者医療助成               ■       
82 精神障がい者医療助成               ■       
83 子ども医療助成      ■        ■        
84 母子・父子家庭医療助成     ● ■        ■ ■       
85 私立高等学校等授業料の補助   ●        ■   ■        
86 こども園の給食費の軽減   ●  ●      ■   ■        
87 小・中学校の就学援助   ●  ●      ■   ■        
88 放課後児童クラブ利用者負担金

の軽減 ● ● ●           ■     ■   
89 交通安全教室の開催  ● ●   ■                
90 小児救急医療支援事業の実施  ●  ●  ■                
91 通学路整備事業  ● ●   ■                
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事業 
番号 事業名 

内包計画 
豊田市子ども条例 

第２条 第３条 第４条 
計-① 計-② 計-③ 計-④ 計-⑤ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 4-① 4-② 4-③ 4-④ 4-⑤ 4-⑥ 4-⑦ 4-⑧ 4-⑨ 

92 子どもの防犯教室の開催  ● ●   ■                
93 不審者・変質者への対応  ● ●   ■                
94 街区・近隣公園等の整備   ●   ■  ■   ■        ■   
95 公園・広場の適正管理   ●   ■  ■   ■        ■   
96 家族形成期支援住戸の整備              ■        
97 定住促進プロモーション 

「ファースト暮らすとよた」                      
98 こども園などでの定員拡大 ●             ■        
99 保育ママ事業              ■        
100 保育士の確保と働きやすい環境

の整備 
             ■        

101 一時保育（一時預かり事業）の実
施 ●             ■        

102 延長保育（時間外保育事業）の実
施 ●             ■        

103 休日保育の実施  ●            ■        
104 病児保育の実施 ●             ■        
105 公立こども園の園舎の整備           ■   ■        
106 公立こども園の駐車場整備           ■   ■        
107 私立園に対する施設整備費補助           ■   ■        
108 公立こども園のトイレ再整備           ■   ■        
109 こども園における園評価の実施           ■   ■        
110 手厚い設備・運営基準による幼児

教育・保育の実施 
             ■        

111 一定規模以上の集団保育環境の
確保       ■ ■              

112 豊田市認証保育所制度           ■           
113 感動体験機会の提供  ● ●    ■ ■ ■           ■  
114 中央図書館が取り組む子ども読

書活動   ●    ■ ■ ■           ■  
115 郷土学習推進事業   ●    ■ ■ ■           ■  
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事業 
番号 事業名 

内包計画 
豊田市子ども条例 

第２条 第３条 第４条 
計-① 計-② 計-③ 計-④ 計-⑤ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 4-① 4-② 4-③ 4-④ 4-⑤ 4-⑥ 4-⑦ 4-⑧ 4-⑨ 

116 放課後児童クラブ（放課後児童健
全育成事業）の実施 ● ● ●        ■   ■        

117 放課後児童クラブの委託による
運営の実施   ●        ■   ■        

118 放課後児童クラブと居場所づく
り事業の安全・安心な一体的運用
または連携による事業実施 

 ● ●        ■   ■        

119 
-1 放課後児童施設の建替えの実施  ● ●        ■   ■        

119 
-2 

情報通信技術の活用や簡素化に
よる放課後児童クラブ事務の軽
減 

 ● ●        ■   ■        

120 とよたものづくりフェスタの充
実   ●    ■ ■ ■           ■  

121 青少年ボランティア事業の実施   ●    ■ ■ ■          ■ ■  
122 「子ども会議」の実施と、地域に

おける子どもの参加機会の推進   ●    ■ ■ ■          ■ ■ ■ 
123 子どもシンポジウムの開催   ●    ■ ■ ■          ■ ■ ■ 
124 中学生の主張発表大会   ●    ■ ■ ■          ■ ■ ■ 
125 学生発⇒豊田市まちづくり提案   ●    ■ ■ ■          ■ ■ ■ 
126 ２０歳のつどいの内容検討   ●    ■ ■ ■          ■ ■ ■ 
127 ソーシャルメディアの適切な利

用に向けた取組   ●       ■      ■  ■    
128 生き抜く力を育む事業  ● ●    ■ ■              
129 青少年センター事業におる青少

年の育成支援者の養成 
 ● ●         ■          

130 総合野外センターにおける青少
年の育成支援者の養成  ● ●         ■          

131 総合野外センターの運営  ● ●        ■           
132 青少年センターの運営  ● ●        ■           
133 青少年音楽３団体の運営       ■ ■ ■             
134 とよた出会いの場プロジェクト                      
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事業 
番号 事業名 

内包計画 
豊田市子ども条例 

第２条 第３条 第４条 
計-① 計-② 計-③ 計-④ 計-⑤ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 4-① 4-② 4-③ 4-④ 4-⑤ 4-⑥ 4-⑦ 4-⑧ 4-⑨ 

135 高校生・大学生の社会参加活動促
進事業   ●    ■ ■ ■          ■ ■  

136 
-1 青少年補導体制の充実   ●         ■      ■    

136 
-2 更生保護活動の支援   ●   ■  ■   ■       ■    

137 地域に根付く社会を明るくする
運動の開催支援   ●         ■          

138 再犯防止活動の支援   ●       ■        ■    
139 青少年の自立支援   ●        ■    ■       
140 若年者就労支援事業の実施   ●        ■    ■       
141 若者サポートステーションの運

営と支援   ●        ■    ■       
142 若者支援地域協議会の開催   ●        ■    ■       
143 女性及び男性応援講座及び男女

共同参画セミナー等の開催  ● ●       ■            
144 男性の家事・育児・介護講座等を

通じた意識の向上  ● ●       ■            
145 事業所における働き方改革推進

のためのアドバイザー及び講師
派遣の実施 

● ● ●       ■  ■          

146 事業所における働き方改革推進
のための事業所訪問の実施 ● ● ●         ■          

147 働きやすく働きがいのある職場
環境づくりに取り組む優良事業
所に対する表彰制度の実施 

● ● ●         ■          

148 家庭教育講座の開催  ●  ●      ■    ■        
149 家庭教育事業（家庭教育講座・親

育ち交流カフェ）の開催支援  ●  ●      ■    ■        
150 こども園での親の保育参加事業

の実施 
 ●  ●       ■           

151 ブックスタート事業   ●    ■ ■  ■    ■        
152 家庭教育手帳「親ノート」の活用  ●  ●   ■ ■  ■    ■        
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事業 
番号 事業名 

内包計画 
豊田市子ども条例 

第２条 第３条 第４条 
計-① 計-② 計-③ 計-④ 計-⑤ 2-① 2-② 2-③ 2-④ 3-① 3-② 3-③ 4-① 4-② 4-③ 4-④ 4-⑤ 4-⑥ 4-⑦ 4-⑧ 4-⑨ 

153 親ノートの再編集  ●  ●   ■ ■  ■    ■        
154 子育てサロン事業の実施  ●  ●      ■ ■   ■        
155 子どもや子育て家庭が楽しむこ

とができるイベントの開催         ■ ■ ■   ■        
156 地域子育て支援拠点事業の実施 ●         ■ ■   ■        
157 青少年健全育成推進協議会活動

への支援 
  ●         ■          

158 子ども会活動への支援  ● ●         ■          
159 ジュニアクラブ活動への支援  ● ●         ■          
160 青少年育成団体の活動支援   ●         ■          
161 市子連、市Ｐ連の活動支援  ● ●         ■          
162 母子保健推進員・おめでとう訪問

員の養成  ●  ●          ■        
163 地域における放課後の子どもの

居場所づくり  ●  ●        ■          
164 ファミリー・サポート・センター

事業の実施 ● ●          ■          
165 主任児童委員活動の支援の実施  ●          ■          
166 ファミリー・サービス・クラブ事

業の支援  ●          ■          
167 プレーパークの開催   ●    ■ ■ ■  ■ ■       ■   
168 子ども食堂支援事業      ■  ■           ■   
169 不登校児童生徒の学校以外の居

場所づくり事業      ■  ■           ■   
170 特色ある学校づくり推進事業  ● ●   ■ ■ ■           ■   
171 地域学校共働本部事業  ● ●   ■ ■ ■   ■           
172 コミュニティ・スクール推進事業  ● ●    ■ ■   ■           
173 こども園における地域活動事業

の実施 
          ■   ■        
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子ども・親・地域が育ち合う 
子どもたちの笑顔が輝くまち豊田 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


